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 １．はじめに 

 １－１．策定の趣旨 

 

所沢市水道事業は、昭和 12 年の給水開始以来、給水人口の増加に伴い、水道施設の整備を

進めてきたが、今後はその水道施設の大規模な更新、再構築など、水道事業が初めて経験する

新たな時代を迎えている。平成 20年度に、まちづくりの目標にある『安全・安心で快適な住みよい

まち』を目指し、これを実現するための長期にわたる水道事業の施策の方向を明らかにする「所沢

市水道事業長期構想」を策定した。 

所沢市水道事業基本計画では、図 １－１に示すように、所沢市が経営する水道事業について、

上記の「所沢市水道事業長期構想」を具体化し、その目標達成の手段（具体的な実現方策）とし

て、施設整備計画、配水管整備計画、耐震化計画を作成するとともに、事業費に対する資金手当

てなどの財政収支見通しを検討し、効率的かつ実効ある事業計画を策定した。 

図 １－１．水道事業基本計画策定に当たっての重要事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本本本本市の既計画市の既計画市の既計画市の既計画    

� 第４次所沢市総合計画基本構想 

� 所沢市水道事業長期構想 

水道事業を取巻く社会経済的な環境水道事業を取巻く社会経済的な環境水道事業を取巻く社会経済的な環境水道事業を取巻く社会経済的な環境 

� 地方分権・規制緩和 

� 少子高齢化 

� 水道法改正、水道ビジョン、自然災害 等 

「所沢市水道事業長期構想」における目標を達成するための取り組み「所沢市水道事業長期構想」における目標を達成するための取り組み「所沢市水道事業長期構想」における目標を達成するための取り組み「所沢市水道事業長期構想」における目標を達成するための取り組み    

①安全な水を供給すること ④利用者に質の高いサービスを行うこと 

②安定して供給すること ⑤環境に配慮すること 

③いつでも使えるように供給すること ⑥健全な経営の中で事業を進めること 

＜安全な水の安定給水について＞＜安全な水の安定給水について＞＜安全な水の安定給水について＞＜安全な水の安定給水について＞    

� 水源から給水までの統合的管理 

� 浄水・送配水施設の再構築 

� 老朽施設の改良・更新 

� 配水管理体制の確立 

� 災害対策（地震、渇水等）の推進 

＜給水サービスの向上、環境配慮について＞＜給水サービスの向上、環境配慮について＞＜給水サービスの向上、環境配慮について＞＜給水サービスの向上、環境配慮について＞    

� 給水サービスの向上 

� 直結給水の促進 

� 広報広聴機能の充実 

� 環境への配慮の検討 

＜＜＜＜健全な経営について健全な経営について健全な経営について健全な経営について＞＞＞＞    

� 経営基盤の強化と健全な事業運営 

� 適正な水道料金 

� 更新・改良投資の適切な実施 

基本計画策定に当たっての重要課題基本計画策定に当たっての重要課題基本計画策定に当たっての重要課題基本計画策定に当たっての重要課題    
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 １－２．計画の位置づけ 

 

長期構想は、第 4 次所沢市総合計画基本構想に示されたまちづくりの目標達成のために、10 

年を超える長期にわたる水道事業の施策の方向を示しており、その考えは、次に策定される総合

計画の基本構想とも整合性を図るものである。この長期構想の目標達成の手段として、水道事業

基本計画を策定し、効率的な実効あるものとする。 

また、長期構想、基本計画を基に、経営状況を十分に勘案した中期経営計画を策定し、経営

の効率化を図るとともに、今後取り組むべき施策や事業を計画的に行っていく。 

図 １－２．基本計画の位置づけ 

 

 

・・所沢市がまちづくりを進めるための施策の基本方針 総合計画基本構想 

・・基本構想実現のため、水道事業の施策の方向を示す 水道事業長期構想 

・・長期構想の目標達成の手段としての計画 水道事業基本計画水道事業基本計画水道事業基本計画水道事業基本計画    

・・取り組むべき施策や事業を計画的に実行する 中期経営計画 
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 ２．現況の把握・分析 

 ２－１．地域の特性 

２－１－１．自然条件 

１）位置と標高 

所沢市は、都心から 30km の首都圏にあり、武蔵野台地のほぼ中央、多摩北部に接する埼玉

県南西部に位置している。東西 15.6km、南北 9.1km、周囲 53.25km、総面積 71.99km
2に及ぶ市

域は、西から東に向かって狭山湖を中心とした狭山丘陵、武蔵野台地、柳瀬川下流域周辺の沖

積低地など、起伏に富んだ多様な地形が見られ、その地形に沿って狭山丘陵付近に源を発する

柳瀬川、東川、砂川掘や不老川が流れている。 

標高は 10m～170m の分布となっている。図 ２－１に示すように、本市の西部には狭山丘陵が

存在し、丘陵の北部、東部の台地は東に穏やかに傾斜した地形となっている。 

図 ２－１．所沢市の位置と地形 
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２）水資源 

所沢市の気象は温暖湿潤気候である太平洋側気候の地区に属し、冬季には弱い北北東の風

が吹く乾燥した晴れの日が多い。一方、夏季は弱い南南西の風が吹く蒸し暑い高温多湿の日が

多い。図 ２－２に示すように、平成 21 年における平均気温は 15.5℃、総降雨量は 1,483mm とな

っている。 
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所沢市の水源は、近隣市町と同様に、主に河川水（利根川・荒川）を水源とする埼玉県営水道

からの受水に依存していることから、渇水による影響を受けやすくなっている。 

図 ２－２．降水量と平均気温 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「平成 21 年版統計書 所沢市」、消防本部 

 

２－１－２．社会条件 

所沢市の人口動態を図 ２－３に示している。所沢市の人口は、増加しているものの増加の傾

向は鈍化しており、平成 21 年 12 月末現在で 341,865 人である。増加の要因をみると、平成 3 年

までは自然増を上回る勢いで社会増がみられ、その後は大きな社会増はみられず、社会減となっ

ている年もある。一方、自然増は少子化の影響で減少傾向となっている。 

図 ２－３．所沢市の人口動態 
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２－１－３．危機管理 

１）危機管理 

所沢市地域防災計画では、埼玉県が実施した｢埼玉県地震被害想定調査報告書｣の結果を用

いて、市の区域に被害をもたらすと考えられる地震として、立川断層地震と東京湾北部地震の２ケ

ースを選定している。 

 

 ①立川断層地震 ②東京湾北部地震 

震源地 武蔵村山周辺の立川断層帯 葛西臨海公園周辺 

規模 マグニチュード 7.4 マグニチュード 7.3 

 

図 ２－４．所沢市の想定地震と断層の位置図 

 

資料：「所沢市地域防災計画」 

 

上記の想定地震による想定最大震度の条件下での簡易耐震診断を行い、各施設の耐震性能

を評価した（「２－２－４．水道施設」を参照）。 
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２）飲料水等の確保 

地震発生後、水道事業者は、応急給水※に必要な飲料水を確保する必要があり、応急給水拠

点となる避難所、医療施設、災害対策本部拠点等の重要施設までの水の確保が必要となる。「水

道の耐震化計画等策定指針（厚生労働省）」では、地震発生後耐震化の目標設定において、応

急復旧の目標を阪神・淡路大震災のような大規模地震であっても、4 週間以内としている。また、

応急復旧期間中には、時間の経過とともに、必要な飲料水等の量が増加することとなる。 

＜所沢市の応急給水の目標＞ 

 所沢市地域防災計画では、応急給水の実施方法を以下のように定めている。 

 

ア 給水実施者 

応急給水活動は、給水部及び指定された職員が実施する。 

イ 給水対象者 

災害のため、飲料水を得ることができない者とする。 

ウ 給水量 

生命維持に最小限必要な量として、被災後 3日まで 1人 1日 3 ﾘｯﾄﾙを目標として供給する。 

 

さらに応急復旧の進捗に合わせ、次のとおり順次供給量を増加する。 

表 ２－１．１日当たりの目標水量（所沢市） 

地震発生から

の期間 
目標水量 水量の根拠 

3日 3㍑／人・日 生命維持に最小必要な水量 

4日～10日 20㍑／人・日 炊事、洗面、トイレなど最低生活水準を維持するために必要な水量 

11日～15日 100㍑／人・日 通常の生活で不便であるが、生活可能な必要水量 

16日～21日 250㍑／人・日 ほぼ通常の生活に必要な水量 

資料：「所沢市地域防災計画」 

 

３）重要施設・緊急輸送道路 

地震時は、避難所や病院等の重要施設への応急給水を実施しなければならない。本市では、

重要施設として各学校や公園等を避難施設と定め、ほとんどの小中学校には緊急遮断弁※付の

受水槽を設置している。 

また、埼玉県では、陸上、河川及び空の交通手段を活用した効率的な緊急輸送を行うため、災

害危険度図、地震被害想定結果や地域の現況等に基づき、緊急輸送道路を選定し、緊急輸送

ネットワークを整備している。地震時に緊急輸送道路上で水道管の破裂等が生じると、緊急時の

交通の妨げとなるため、これらの路線に埋設されている管路や下越し管等の耐震化を図ることが

重要である。避難所と緊急輸送道路の位置図を図 ２－５に示す。 
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地下水

県水

 ２－２．水道の特性 

２－２－１．事業の概況 

所沢市の水道は、当初深井戸※の地下水を水源としてきたが、急激な水需要の増加と地下水

の揚水による地盤沈下に対応するため、昭和 49 年から県水の受水を開始した。 

 

１）水源 

所沢市の水道水源は、県水（埼玉県営水道が取水する利根川・荒川水系の表流水）と地下水

であり、水源内訳は、約 9 割が県水、約 1 割が地下水となっている。水需要に減少傾向が見られ

るとはいえ、水源の確保には、今後も国や県のダム建設事業及び費用負担の推移に注視し、国

や県及び関係機関に働きかけ、要望していくことが求められている。また、自己水源の保全にも努

める必要がある。 

図 ２－６．所沢市の水源割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）水質 

水道施設を介して利用者に届けられる水道水は、常に法令に基づく水質基準を満たしていな

ければならないことから、所沢市では、安全な水を届けるため、水質検査を水質検査計画に基づ

き実施している。平成 21年度の地下水の水質検査結果を表 ２－２に示す。 

 

３）浄水・配水施設 

所沢市の水道施設は、第一浄水場をはじめとする 4 箇所の浄水場、地下水を取水する深井  

戸※、各利用者に水を配水するための配水管※から成り立っている。（図 ２－７参照）。 

県水は、さいたま市にある埼玉県大久保浄水場から狭山市の上赤坂中継ポンプ所を経由し二

系統に分かれ所沢市へと送水されている。一系統は、東部浄水場と第一浄水場で受水し、もう一

系統は、西部加圧ホンプ場で受水し、そこから西部浄水場、南部浄水場へ送水されている。 
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表 ２－２．平成 21年度の地下水水質 

No. 項目名 単位 最大値 最小値 平均値
回数
(参考)

一般細菌 個/mL 4 0 0 33 100 個/mL 以下

大腸菌 不検出 33

ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物 mg/L <0.001 33 0.01 mg/L 以下

水銀及びその化合物 mg/L <0.00005 22 0.0005 mg/L 以下

ｾﾚﾝ及びその化合物 mg/L <0.001 22 0.01 mg/L 以下

鉛及びその化合物 mg/L <0.001 22 0.01 mg/L 以下

ﾋ素及びその化合物 mg/L 0.008 <0.001 0.002 22 0.01 mg/L 以下

六価ｸﾛﾑ及びその化合物 mg/L <0.005 22 0.05 mg/L 以下

ｼｱﾝ化物ｲｵﾝ及び塩化ｼｱﾝ mg/L <0.001 22 0.01 mg/L 以下

硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 mg/L 2.82 0.06 0.88 33 10 mg/L 以下

ﾌｯ素及びその化合物 mg/L <0.08 33 0.8 mg/L 以下

ホウ素及びその化合物 mg/L <0.1 22 1 mg/L 以下

四塩化炭素 mg/L 0.0003 <0.0002 <0.0002 33 0.002 mg/L 以下

1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ mg/L <0.005 33 0.05 mg/L 以下
ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ及びﾄﾗﾝｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ mg/L <0.001 33 0.04 mg/L 以下

ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ mg/L <0.001 33 0.02 mg/L 以下

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ mg/L <0.001 33 0.01 mg/L 以下

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ mg/L <0.001 33 0.03 mg/L 以下

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ mg/L mg/L <0.001 33 0.01 mg/L 以下

亜鉛及びその化合物 mg/L 0.018 <0.005 <0.005 22 1 mg/L 以下

ｱﾙﾐﾆｳﾑ及びその化合物 mg/L <0.02 22 0.2 mg/L 以下

鉄及びその化合物 mg/L <0.03 22 0.3 mg/L 以下

銅及びその化合物 mg/L <0.01 22 1 mg/L 以下

ﾅﾄﾘｳﾑ及びその化合物 mg/L 9.4 6.6 7.9 33 200 mg/L 以下

ﾏﾝｶﾞﾝ及びその化合物 mg/L 0.020 <0.005 <0.005 22 0.05 mg/L 以下

塩化物ｲｵﾝ mg/L 6.4 1.6 3.3 33 200 mg/L 以下

ｶﾙｼｳﾑ･ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ等（硬度） mg/L 71 31 52 33 300 mg/L 以下

蒸発残留物 mg/L 139 81 109 33 500 mg/L 以下

陰ｲｵﾝ界面活性剤 mg/L <0.02 22 0.2 mg/L 以下

ｼﾞｪｵｽﾐﾝ mg/L <0.000001 22 0.00001 mg/L 以下

2-ﾒﾁﾙｲｿﾎﾞﾙﾈｵｰﾙ mg/L <0.000001 22 0.00001 mg/L 以下

非ｲｵﾝ界面活性剤 mg/L <0.005 22 0.02 mg/L 以下

ﾌｪﾉｰﾙ類 mg/L <0.0005 33 0.005 mg/L 以下

有機物（全有機体炭素(TOC)の量) mg/L <0.2 33 5 mg/L 以下

pＨ値 8.1 6.7 7.3 33 5.8以上 8.6 以下

味 異常なし 33

臭気 異常なし 33

色度 度 1.6 <0.5 <0.5 33 5 度以下

濁度 度 0.6 <0.1 <0.1 33 2 度以下

亜硝酸態窒素 <0.005 33 0.05 mg/L 以下

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ mg/mｌ <0.0004 33 0.004 mg/L 以下

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ mg/mｌ <0.0006 33 0.006 mg/L 以下

ﾄﾙｴﾝ mg/mｌ <0.001 33 0.2 mg/L 以下

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ mg/mｌ <0.001 33 0.3 mg/L 以下

ﾒﾁﾙ-t-ﾌﾞﾁﾙｴｰﾃﾙ mg/mｌ <0.001 33 0.02 mg/L 以下

農薬類 mg/mｌ 0 1 （単位なし）

1,3-ジクロロプロペン mg/mｌ <0.002 33 0.002 mg/L 以下
水温 ℃ 17.2 16.2 16.6 33 －
嫌気性芽胞菌 不検出 44 －

水質基準値､水質管理目標値

水質
基準
項目

水質
管理
目標
設定
項目

検出されないこと

異常のないこと

異常のないこと

 

４）地下水の将来的な取水可能量 

所沢市では、埼玉県生活環境保全条例により新規の取水井戸掘削や堀替えは規制があり、既

存井戸の延命に努めることが課題となっている。また、従来から地下水揚水に伴う地盤沈下抑制

のため、埼玉県地盤沈下緊急対策要綱に基づき、大口地下水利用者として常時監視による揚水

規制を受け、将来的な揚水可能量として井戸の延命及び地盤沈下抑制措置を含めた揚水限度

量（日量平均 1万 m
3）を定めた運転管理をしている。 
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２－２－２．組織体制 

水道部の職員数は、平成 10年度の 140人から、委託業務の拡大等に伴い、平成 21年度には

112 人に削減されている。職員の平均年齢は、平成 10 年度の 42 歳から平成 21 年度には 48 歳

まで高くなった。一方で、平均勤続年数は職員の異動もあり、平成 10年度の 20年から平成 21年

度に 14年まで短くなっている。経験豊富なベテラン職員の退職に伴う技術の空洞化を避けるため、

技術基盤を継承していくことが課題となっている。 

図 ２－８．水道部の組織体制、職員数の構成 
平成22年４月

主な業務

水 道 事 業 管 理 者

収 納 グ ル ー プ

総 務 グ ル ー プ

会 計 グ ル ー プ

情報システムグループ

計 画 調 整 グ ル ー プ水 道 部 長

財 務 グ ル ー プ

組織体制

業 務 グ ル ー プ

計 量 グ ル ー プ

料 金 グ ル ー プ

施 設 グ ル ー プ

設 計 グ ル ー プ

工 事 グ ル ー プ

管 理 グ ル ー プ

水 質 グ ル ー プ

総 務 課

営 業 課

建 設 課

給 水 課

配 水 管 理課

補 修 グ ル ー プ

給 水 装 置 グ ル ー プ

配 水 グ ル ー プ

配水計画
浄水場等施設の維持管理
水質検査

職員の人事給与・福利厚生に関するこ
と
予算・決算
工事・物品の入札・契約
情報システムの開発・運用・管理

水道料金
水道使用者等の諸届出

水道施設の調査及び計画
水道施設の拡張、改良等

導水管・送水管・配水管等の維持管理
漏水調査
給水装置工事の受付
給水装置工事事業者の指定
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２－２－３．経営状況 

１）水道料金 

平成 21 年 4 月 1 日現在における所沢市と埼玉県下上水道の水道料金を比較すると、所沢市

の水道料金は、メーター口径 13mmで１カ月当たり 10m3の使用料金が 882円（税込み）、20m3の

使用料金が 2,037 円（税込み）と、埼玉県内平均（1,102 円、2,405 円）より安く、県下 67 事業者中

で安い方から 12番目である。 

所沢市の料金体系及び周辺 4市（狭山市、入間市、飯能市、川越市）の料金体系を、図 ２－９

に示している。所沢市の料金体系は、10m3/月以下の料金を抑え、使用水量が多いほど料金負担

の割合が高まる逓増型となっている。 

図 ２－９．メーター口径 13mmの水道料金の比較 
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２）経営指標 

水道事業ガイドラインの業務指標（PI※）の経営指標のうち、総務省の水道事業経営指標に掲

載されている 22指標について、類似規模事業体及び全国平均と比較した（表 ２－３参照）。 

総収支比率は 100％以上を示し黒字経営であり、また、類似規模の事業体平均を上回っている。

しかし、経年比較では、その他の収益性に関する項目も含め、わずかながら収益性の低下がみら

れる。一方、流動性比率や自己資本構成比率などの財務状態に関する項目は健全といえる値を

示している。 
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表 ２－３．経営指標の比較 
類似規模の
事業体平均

全国平均

PI番号 経営指標 指標解説 H19 H20 H21 H20 H20

収益性に関する項目

3003 総収支比率(%)
  =(総収益/総費用)×100

総収益の総費用に対する割合を示す。この値は100％
以上であることが望ましい。

↑ 107.0 106.5 106.8 104.6 109.1

3002 経常収支比率(%)
  =[(営業収益+営業外収益)/(営業費用+営業外費用)］×100

経常収益の経常費用に対する割合を示す。この値は
100％以上であることが望ましい。

↑ 108.4 107.4 106.9 104.7 109.0

3001 営業収支比率(%)
  =(営業収益/営業費用)×100

営業収益の営業費用に対する割合を示す。収益的収
支が最終的に黒字であるためには、この値は100％を
一定程度上回っている必要がある。

↑ 110.9 109.3 108.7 111.0 116.1

3004 累積欠損金比率(%)
  =[累積欠損金/(営業収益-受託工事収益)］×100

累積欠損金の受託工事収益を除いた営業収益に対
する割合を示す。累積欠損金とは営業活動の結果生
じた欠損金が当該年度で処理できず、複数年にわ
たって累積したものをいい、この値は0％であることが
望ましい。

↓ 0.00 0.00 0.00 0.06 2.56

3026 固定資産回転率(回)
  =(営業収益-受託工事収益)/[(期首固定資産+期末固定資産)/2]

１年間に固定資産の何倍の営業収益があったかを示
す。固定資産の活用度を示す指標で、この値が大きい
ほど固定資産を有効に活用しており、小さいほど過大
投資の可能性があることを示す。

↑ 0.15 0.15 0.15 0.16 0.12

資産の状態に関する項目

3025 企業債償還元金対減価償却費比率(%)
  =(企業債償還元金/当年度減価償却費)×100

企業債の元金を償還した額とその財源の主要な部分
を占める減価償却費を比較したものであり、100％以下
であると財務的に安全といえる。

↓ 30.9 36.3 18.7 67.0 84.3

財務比率に関する項目

流動性 3022 流動比率(%)
  =(流動資産/流動負債)×100

流動資産の流動負債に対する割合を示す。水道事業
の財務安全性をみる指標である。この値は100％以上
で、より高いほうが安全性が高い。

↑ 827.2 618.5 520.8 370.8 438.6

安全性 3023 自己資本構成比率(%)
  =[(自己資本金+剰余金)/負債・資本合計]×100

自己調達した資本の割合を示し、値が高いほど健全な
財政状態といえる。創設から期間が短い場合は、一般
的にこの値が低く、借金への依存が高くなる。

↑ 83.9 84.6 84.9 62.5 63.7

3024 固定比率(%)
  =[固定資産/(自己資本金+剰余金)]×100

自己調達した資本がどの程度固定資産に投下された
かを示す。一般的に100％以下であれば、固定資本へ
の投資が自己資本の枠内に収まっていることになり、
財務面で安定といえる。

↓ 104.5 102.8 102.0 143.3 141.8

施設の効率性に関する項目

3027 固定資産使用効率(m
3
/万円)

  =給水量/有形固定資産

有形固定資産の使用効率を示す。この値が大きいほ
ど、施設が効率的であることを示す。

↑ 9.2 9.1 9.1 10.7 7.5

生産性に関する項目

3007 職員一人当たり給水収益(千円/人)
  =給水収益/損益勘定所属職員数

損益勘定所属職員一人当たりの生産性について、給
水収益を基準として把握するための指標。この値は大
きいほうがよい。

↑ 55,720 55,832 58,547 69,197 57,982

料金に関する項目

3015
給水原価(円/m

3
)

  =[経常費用－(受託工事費+材料及び不用品売却原価+附帯事業
費)]/有収水量

1ｍ
3
の水を生産するための費用を表すもの。 ↓ 159.0 158.1 157.0 160.6 172.9

3014 供給単価(円/m3)
  =給水収益/有収水量

1ｍ
3
の水を供給することによる収益を表すもの。 ↓ 152.8 152.2 150.6 167.6 173.4

3013 料金回収率(%)
  =(供給単価/給水原価)×100

供給単価の給水原価に対する割合を示す。水道事業
の経営状況の健全性を示す指標のひとつ。この値が
100％を下回っている場合、給水に係る費用が料金収
入以外の収入で賄われている。

↑ 96.1 96.3 95.9 95.8 99.7

3016
一箇月当たり家庭水道用料金(10㎥)(円)
  =一箇月当たり一般家庭用(口径13mm)の基本料金
　　＋10㎥使用時の従量料金

標準的な家庭における水使用量（10ｍ
3
）に対する料金

を示す。消費者の経済的負担を示す指標。
↓ 882 882 882 1,049 1,477

3017
一箇月当たり家庭水道用料金(20㎥)(円)
  =一箇月当たり一般家庭用(口径13mm)の基本料金
　　＋20㎥使用時の従量料金

標準的な家庭における水使用量（20ｍ3）に対する料
金を示す。消費者の経済的負担を示す指標であり、特
に世帯人数2～3人の家族の１ヶ月の水道使用量を想
定したもの。

↓ 2,037 2,037 2,037 2,308 3,073

費用に関する項目

給水収益 3008 給水収益に対する職員給与費の割合(%)
  =(職員給与費/給水収益)×100

職員給与費の給水収益に対する割合を示す。水道事
業の効率性を分析するための指標のひとつであり、こ
の値は低いほうがよい。

↓ 15.5 15.3 14.2 14.1 15.9

に占める 3009 給水収益に対する企業債利息の割合(%)
  =(企業債利息/給水収益)×100

企業債利息の給水収益に対する割合を示す。水道事
業の効率性及び財務安全性を分析するための指標の
ひとつであり、この値は低いほうがよい。

↓ 2.8 2.6 2.3 7.7 9.6

割合 3010 給水収益に対する減価償却費の割合(%)
  =(減価償却費/給水収益)×100

減価償却費の給水収益に対する割合を示す。水道事
業の効率性分析するための指標のひとつであり、この
値は低いほうがよい。

↓ 29.3 30.2 30.8 23.9 28.0

3011 給水収益に対する企業債償還金の割合(%)
  =(企業債償還金/給水収益)×100

企業債償還金の給水収益に対する割合を示す。企業
債償還金が経営に与える影響を分析するための指標
であり、この値は低いほうがよい。

↓ 9.1 11.0 5.8 16.0 23.7

繰入金の状況に関する項目

3005 繰入金比率(収益的収支分)(%)
  =(損益勘定繰入金/収益的収入)×100

損益勘定繰入金の収益的収入に対する割合を示す。
水道事業の経営状態の健全性、効率性を示すひとつ
の指標であり、この値が低いほうが独立採算制の原則
に則っている。

↓ 0.2 0.2 0.2 1.1 2.0

3006 繰入金比率(資本的収入分)(%)
  =(資本勘定繰入金/資本的収入)×100

資本的勘定繰入金の資本的収入に対する割合を示
す。水道事業の経営状況の健全性、効率性を示すひ
とつの指標であり、この値が低いほうが独立採算制の
原則に則っている。

↓ 11.2 17.9 19.3 29.1 8.7

凡例：

全国平均を下回っている指標

類似規模の事業体平均を下回っている指標

全国平均、類似規模の事業体平均ともに下回っている指標

※他の事業体と地域特性等の背景が異なることから、数値の単純比較はできない

所沢市

類似規模の事業体平均:水道事業経営指標（平成20年度）における30万以上の事業の平均（都及び政令指定都市を除く）

優位向
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現　地　調　査　表現　地　調　査　表現　地　調　査　表現　地　調　査　表

施　　　設　　　概　　　要 ① ⑤

(1)  名称 　 第一浄水場 （だいいち）

(2)  住所、標高(m) GL(ｍ） 79.79

(3)  施設概要 施設区分 建設年度 容量(㎥) HWL(m) LWL(m)

浄水池 1981 5,000

配水池（１） 1970 5,000 94.05 78.05

配水池（２） 1972 5,000 94.05 78.05

管理棟 1971

濁度計室 1981

浄水池上屋 1981

(4)  水源 地下水、県水

(5)  配水区域 高区配水区域（φ700）

(6)  施設能力 ② ⑥

(7)  立地条件

 劣化の状況、耐震性 覆土されているため劣化状況を確認できず。露出配管外面塗装の劣化。

 保守、補強履歴

 劣化の状況、耐震性 擁壁が際に設置されている。外部昇降設備の劣化。擁壁補強設計：耐震工事設計（H21予定） （１）

 保守、補強履歴 防水工事：内部、屋根（1996）

 劣化の状況、耐震性 擁壁が際に設置されている。外部昇降設備の劣化。

 保守、補強履歴 防水工事：内部、屋根（1997）

 劣化の状況、耐震性 目視調査による劣化異常なし。耐震補強（1998）

 保守、補強履歴

 劣化の状況、耐震性 目視調査による劣化異常なし。

 保守、補強履歴

 劣化の状況、耐震性

 保守、補強履歴

 劣化の状況、耐震性

 保守、補強履歴

 劣化の状況、耐震性

 保守、補強履歴 ③ ⑦

 劣化の状況、耐震性

 保守、補強履歴

 劣化の状況、耐震性

 保守、補強履歴

No 設備名 台数 設置年度 製作ﾒ-ｶ

(1) 深井戸 11井 1967～1989

(2) 取水ポンプ（１）～（１２） 11台 1994～2000 荏原製作所

(3) 滅菌設備（１） 次亜塩素酸ソーダ滅菌機12ℓ/時、1.0m3貯蔵槽 1台、2槽 1989 水道機工

(4) 滅菌設備（２） 次亜塩素酸ソーダ滅菌機10ℓ/時 1台 1989 水道機工

(5) 送水ポンプ（１）（２） 2台 2001（1台）、1971（1台） 荏原製作所

(6) 送水ポンプ（３）（４） 2台 1982 荏原製作所

(7) 配水ポンプ（１）（２） 2台 1994 荏原製作所 点検・整備（2004）

(8) 配水ポンプ（３）（４） 2台 1995 荏原製作所 点検・整備（2005）

(9) 受変電設備 高圧１回線受電、主変圧器２台、CVCF 1式 1993

(10) 自家発電設備 ディーゼルエンジン/三相交流発電機　625ps/1,000KVA 1台 2009

(11) 応急給水用ポンプ（１）～（２） φ65㎜×0.4m/分×20m×3.7kw 2台 1996 荏原 ④ ⑧

(12) 動力設備 １式 19,941,995 明電舎

(13) 監視計装設備 １式 1995 明電舎

・管理棟２階に水質試験室、監視室がある。

・毎日検査は、市内5箇所にある自動監視装置で行う。

・監視室には委託業者が常駐しており、各浄水場を集中監視している。

・自家発電機が３kV仕様であり、昇圧変圧器で６kVにして接続している。

・県水受水流量にも超音波式を使用している。

出典） H19所沢市水道事業年報、設備台帳、固定資産台帳

電動機直結両吸込ウズ巻ポンプ　φ350㎜×φ250㎜×17㎥/分×50m×210kw

電動機直結両吸込ウズ巻ポンプ　φ350㎜×φ250㎜×17㎥/分×50m×210kw

電動機直結両吸込ウズ巻ポンプφ250㎜×φ200㎜×8.2㎥/分×27m×55kw

配
水
ポ
ン
プ

濁
度
計
室

自
家
発
電
機

管
理
棟

監
視
操
作
卓

水
質
検
査
室

配
水
池

施設

浄
水
池

浄水池

PC造）内径20m×有効水深16.1ｍ

（5）

（7）

（8）

（9）

（1）

（2）

（3）

（4）

（10）

1

濁度計室

管理棟

配水池（２）

配水池（１）

（6）

 諸元

2

劣化の状況、補修、補強履歴

その他所見

3

4

仕様

監視操作卓、テレメータ、残塩、濁度、流量、圧力

ケーシング口径　300mm～350mm

 主要設備

水中モーターポンプ　30kw（2台）/37kw（10台）

配水ポンプVVVF盤、アクティブフィルタ、CVCF

水中ウズ巻ポンプφ200㎜×4.3㎥/分×30m×37kw

【　 第一浄水場   】

項　　　　　　　　　　目

　所沢市宮本町二丁目7番7号

規模及び構造

RC造）2,500㎥×2室　縦26.1ｍ×横16.1ｍ×有効水深6.1ｍ

ブロック積造）

ＲC造）地下1階、地上2階

PC造）内径20m×有効水深16.1ｍ

ＲC造）

２－２－４．水道施設 

１）施設の現況 

所沢市水道事業の施設・設備を対象として現地調査を実施し、施設の諸元や調査結果を施設

台帳として整理した。台帳は、日常の維持管理業務において、施設に関する情報を職員が共有

できるように、図 ２－１０に示すような形式でとりまとめた。 

図 ２－１０．施設台帳（第一浄水場の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）運用状況及び課題 

（１）施 設 

・ 一部の土木構造物で劣化が確認される施設があり、補修が必要である。 

・ 斜面の近くに設置されている施設については、安全性を確認する必要がある。 

（２）管 理 

・ 自家発電機は、各浄水場に設置されている。 

・ 緊急遮断弁は、西部加圧ポンプ場の調整池※（２）と南部浄水場に設置されており、他の施設

では、電動弁が設置されている。 

・ 第一浄水場で各施設を集中監視している。 

・ 毎日検査は、市内 5箇所（末端給水地域）にある自動計測設備で行っている。 

・ 災害時の対応として、マニュアルを作成している。 
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３）機能診断 

（１）概要 

系統を構成する主要施設※・設備について、「水道施設の機能診断の手引き、水道技術研究セ

ンター」に基づき、施設診断を行った。機能診断※の要点は以下の 3点であり、水道施設全体のシ

ステムと全体を構成する各施設が有する固有の役割を果たしているかを、相対的に診断すること

が目的である。 

 

①機能低下を示す症状・現象を的確に把握する 

②現況機能水準または低下水準を明確にして機能改善の要否を判断する 

③機能低下の原因を究明する 

 

（２）診断結果 

・ 主要施設は、機能的に問題はなく、高い水準で運転できている。 

・ 第一浄水場及び南部浄水場は、所沢市の施設の中では、設置から比較的年数が経過してい

るため、順次、設備を更新している。 

・ 浄水場全てに自家発電設備が設置されていることから、主に老朽化している設備を対象に更

新を行う必要がある。 

・ 設備の更新時には、省エネ機器の採用を考慮している。 

図 ２－１１．機能診断結果 

井戸　　　　加圧ポンプ場　　　　浄水場
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＜施設Aの機能が問題＞
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系統
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16

西部浄水場 配水൷（１） 南部浄水場 ฆ和൷・配水൷

北野加圧ポンプ場 ポンプܴ 山口加圧ポンプ場 ポンプܴ

土木構造物

建築構造物

４）簡易耐震診断 

（１）概要 

３）と同じく主要施設を対象に、簡易診断表を用いて耐震性能を判定した。簡易耐震診断の目

的は、水道施設の耐震性能を評価（1 次診断）して、耐震診断（2 次診断）の対象施設の抽出をし、

診断及び補強の優先順位をつけることである。 

簡易耐震診断は、土木構造物と建築構造物に分類して行った。 

土木構造物は簡易耐震診断シートを用いて診断を行い、施設別の重要度を考慮して、優先順

位（高・中・低）をつけた。 

一方、建築構造物は、建築年度や建物の構造から、現行の建築基準を満たしていない可能性

がある施設を抽出し、優先順位をつけた。 

 

（２）診断結果 

・ 土木構造物で優先順位が最も高いのは、西部浄水場配水池※（１）、南部浄水場の混和池※、

配水池である。 

・ 建築構造物では、北野加圧ポンプ場のポンプ室、山口加圧ポンプ場のポンプ室で、優先順

位が高くなっている。 

・ 水管橋※では、すべての施設で「高」の結果となったが、布設年度や管種を考慮すると、松井

橋の優先順位が高くなっている。 

図 ２－１２．耐震化の優先度が高い施設 
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表 ２－４．簡易耐震診断結果（土木構造物：浄配水場） 

耐震（２次）

A1 A2 A3 診断結果 診断結果 高 中 低

浄水池 ＲＣ 5,000 ○ 高 ○

配水池（１） ＰＣ 5,000 ○ 中 ※1 2012年度耐震補強工事予定

配水池（２） ＰＣ 5,000 ○ 中 ※1 2011年度耐震補強工事

配水池（１） ＰＣ 4,500 ○ 中 低 ○ 2005年度に耐震診断済※2

配水池（２） ＰＣ 15,000 ○ 中 ○ 2012年度に耐震診断予定

ポンプ井 ＰＣ 650 ○ 高 ○

着水井 ＲＣ 140 ○ 中 ○

混和池 ＲＣ 1,500 ○ 低 ○

配水池 ＲＣ 1,500 ○ 低 ○

配水池 ＰＣ 3,000 ○ 低 低 - - - 2007年度に耐震補強済

ろ過排水池 ＲＣ - ○ 高 ○

天日乾燥床 ＲＣ - ○ 中 ○

着水井 ＲＣ 1,200 ○ 中 ○

配水池（１） ＰＣ 10,000 ○ 高 ○ 2010年度に耐震診断済

配水池（２） ＰＣ 10,000 ○ 高 ○ 2010年度に耐震診断済

配水池（３） ＰＣ 10,000 ○ 高 ○ 2010年度に耐震診断済

配水池（４） ＰＣ 10,000 ○ 高 ○ 2010年度に耐震診断済

北野加圧ポンプ場 ポンプ井 ＲＣ 100 ○ 高 ○

ポンプ井（１） ＲＣ 100 ○ 中 ○

ポンプ井（２） ＲＣ 100 ○ 高 ○

調整池（１） ＰＣ 3,000 ○ 中 ○ 1988年度建設

調整池（２） ＰＣ 10,000 ○ 中 ○ 1999年度建設

遊水池 ＲＣ - ○ 中 ○

※1：現在行っている耐震診断結果を基にして優先度を決定する。

※2：耐震対策として、法面補強を実施済。

注１）配水池は耐震診断結果によって優先度が変更になる可能性がある。

注２）RC:鉄筋コンクリート、PC:プレストレストコンクリート

山口加圧ポンプ場

西部加圧
ポンプ場

簡易耐震
浄配水場名 施設名

第一
浄水場

西部
浄水場

東部
浄水場

備考

南部
浄水場

構造形式
容量

（m3）

重要度 優先度

 

表 ２－５．簡易耐震診断結果（建築構造物） 

和暦 S55以前 S56以降 RC ブロック 多 少 満足
満足して
いない

高 低

管理棟 S46 ○ ○ ○ 済 ○ 耐震補強工事（1998年度）

濁度計室 S56 ○ ○ ○ ○

浄水池上屋 S56 ○ ○ ○ ○

管理棟 S37 ○ ○ ○ 済 ○ 耐震補強工事（1999年度）

発電機棟 S54 ○ ○ ○ 済 ○ 耐震補強工事（1999年度）

旧滅菌室 S53 ○ ○ ○ ○ ○

次亜注入室 S52 ○ ○ ○ ○

倉庫 S37 ○ ○ ○ ○ ○

管理棟 S45 ○ ○ ○ ※ ○ 耐震調査（※補強必要なし）（1997年度）

倉庫 S44 ○ ○ ○ ○ ○

管理棟 S49 ○ ○ ○ 済 ○ 耐震補強工事（2002年度）

ポンプ室 S49 ○ ○ ○ 済 ○ 耐震補強工事（2002年度）

倉庫 S54 ○ ○ ○ ○ ○

北野加圧ポンプ場 ポンプ室 S36 ○ ○ ○ ○ ○

山口加圧ポンプ場 ポンプ室 S39 ○ ○ ○ ○ ○

流量計室 H11 ○ ○ ○ ○

管理棟（１） S63 ○ ○ ○ ○

管理棟（２） H11 ○ ○ ○ ○

建築基準壁量建設年度
備考

優先順位

南部浄水場

東部浄水場

西部加圧ポンプ場

耐震
補強
工事

第一浄水場

西部浄水場

構造
浄水場名 施設名等

 

表 ２－６．簡易耐震診断結果（水管橋） 

高 低

1 松井橋 SP φ600 1974 高 更新対象管路 ○

2 児泉橋 SUS φ500 1990 高 ○

3 樋の坪橋 SUS φ500 1989 高 ○

優先度
備考

簡易耐震
診断結果

布設年度口径（mm）管種水管橋名
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鋼管,φ400mm以上

H25以降に耐用年数を迎える

２－２－５．管路 

１）概要 

所沢市では平成 21 年度末現在約 975ｋｍの水道管（導水管・送水管・配水管）が布設されてい

る。配水管は、給水区域の拡大に対応するために増設が進められ、現在は管網の全てが接続さ

れており、漏水等の事故が発生した場合でも軽微なものであれば、迂回路により対応できるように

なっている。一方、水の運用の観点からは、一部の地区で配水圧力が大きくなるなど調整に苦慮

していることから、その解消に向けた管路整備を実施する必要がある。管路整備に際しては、配水

量の減少が予測される中で、ダウンサイジング※等を考慮した効率的な管網に整備する必要があ

る。 

災害に備えては、強度に問題のある石綿セメント管※及び鋳鉄管※の布設替えに取り組んだ結

果、石綿セメント管布設替事業については平成 15年度で終了し、鋳鉄管布設替事業については

平成 19年度でおおむね終了している。 

２）管路の更新 

基本的には古い管から耐震性のある管に布設替えを行うが、現在管網の中心となっている大

口径（φ400 mm以上）の鋼管※は、昭和 40年代半ばから 50年代前半に掛けて布設されている。

管路の法定耐用年数は 40年であることから、平成 25年度以降に大口径管の約 90％が更新期を

迎えることになるが、幹線道路下に布設されていることもあり、計画的な管更生※及び管更新が課

題となる（図 ２－１３参照）。 

また、継手などの部分でも耐震性の高い管種の採用を推進する必要がある。さらに、管網全て

が接続されているものの、断水時等の水の安定供給を図るため、ループ化※等の整備が課題とな

る。 

図 ２－１３．鋼管の延長割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大口径管（φ400mm以上）配水管全体配水管全体

※管路延長ベース
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88.6％
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３）鋼管の布設状況 

（１）概要 

現在の管網の重要な部分を形成する大口径の鋼管は、幹線道路下に布設されているものが多

いことから、布設替え工事は困難が予想される。また、布設替えを行うか、管の更生を措置するか、

それぞれに検討を加え、管網全体に配慮する中で工事を実施する必要がある。そこで、大口径の

鋼管が布設されている公道で現地調査を行い、工事工法を検討するための資料を図 ２－１５のよ

うに整理した。 

図 ２－１５．現地調査結果（管路：若狭方面の調査箇所例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調査結果 

・ 対象管路の大部分は街区道路下に布設されており、更新方法としては、φ350ｍｍまでの管

路更新と同様に、開削工法※を基本に検討する。 

・ 鉄道やバイパス（所沢入間バイパス、国道 463 号線）等の基幹道路横断部に布設されている

管路の更新については、推進工法※等の特殊な工法で行う必要がある。 

・ 狭幅員（約 2ｍ程度）となる箇所については、同口径管の布設替えは難しいと考えられるため、

ルート変更等の検討が必要となると考えられる。 



 21

 

11-51

11-3110-35

10-4510-44

10-54

10-34

10-24

10-55

10-14

10-23

10-4310-42

10-52

10-32

10-22

10-53

10-1310-12

10-33

19-31

19-21

19-11

18-21

18-11

18-3117-35

17-25

17-15

17-24

17-14

17-3417-33

17-23

17-13

17-22

17-12

17-3217-31

17-21

17-11

16-25

16-15

16-3516-34

16-24

16-14

16-23

16-13

16-3316-32

16-22

16-12

16-21

16-11

16-31

11-41

8-23

4-51

4-31

4-41

8-11

8-51

8-41

8-21

8-31 8-33

4-32

4-42

8-12

4-52 4-53

4-33

4-43

8-13

8-53

8-22

8-32

8-52

8-42 8-43 10-41

4-34

4-44

8-14

4-54 4-55

8-15

8-55

8-24

8-34

8-54

8-44 8-45

8-25

8-35

9-52

9-21

9-31

9-51

9-41 9-42

10-21

9-54

9-33

9-53

9-43 9-44

9-34 10-31

10-51

9-25

9-35

9-55

9-45

4-21

4-11

4-234-22

4-12 4-13

18-12

18-22

18-32 18-33

18-13

18-23

18-14

18-24

18-34 18-35

18-15

18-25

18-55

26-24

25-35

25-15

17-55

26-31

18-4117-45

26-1125-14

17-54

25-2425-23

25-33

25-13

17-53

25-34

17-4417-43

18-5117-52

25-2225-21

25-31

25-11

17-51

25-32

17-4217-41

25-1224-15

16-55

24-2524-24

24-34

24-14

16-54

24-35

16-4516-44

26-2124-2324-22

24-32

24-12

16-52

24-33

16-4316-42

24-1324-11

16-51

24-21

24-31

16-41

16-53

25-25

26-51

26-41

25-55

25-45

25-54

25-44

33-1433-13

33-23

25-53

25-43

33-31

33-22

25-52

25-42

33-1233-11

33-21

25-51

25-41

32-45

32-35

32-44

32-34

32-25

24-55

24-45

32-1532-14

32-24

24-54

24-44

32-32

32-23

24-53

24-43

32-1332-12

32-22

24-52

24-42

32-4332-41

32-31

32-51

32-21

24-51

24-41

32-11

32-33

26-42

26-13

18-42 18-43

26-33

18-52

26-12

26-32

26-22 26-23

18-53

18-44 18-45

18-54

26-14

2-25

2-152-14

6-44

6-54

6-34

6-24

6-55

6-15

2-45

2-35

2-552-54

6-14

2-44

2-34

6-35

15-11

15-21

15-31 15-32

15-12

15-22

15-13

15-23

15-33 15-34

15-14

15-24

15-15

15-25

15-3514-31

14-11

14-21

14-12

14-22

14-32 14-33

14-13

14-23

14-14

14-24

14-34 14-35

14-15

14-25

3-31

3-41

7-11

3-51 3-52

3-32

3-42

7-12

7-52

7-21

7-31

7-51

7-41 7-42

7-22

7-32 7-34

3-33

3-43

7-13

3-53 3-54

3-34

3-44

7-14

7-54

7-23

7-33

7-53

7-43 7-44

7-24

3-35

3-45

7-15

3-55

7-25

7-35

7-55

7-45

3-22

1-51

3-21

3-11 3-12

1-42

1-52 1-54

3-24

1-43

1-53

3-23

3-13 3-14

1-44

1-55

3-25

3-15

2-24

6-45

6-31

6-51

6-41

6-21 6-25

6-12

2-52 2-53

6-13

6-53

6-22

6-32

6-52

6-42 6-43

6-23

6-33

37-24 37-2537-23

37-3337-32

37-22

37-31

37-21 38-2238-21

37-34

22-24

30-54

37-14

30-44

30-34

37-15

30-25

22-55

22-45

30-1530-14

30-24

22-54

22-44

30-4530-43

30-33

30-5330-52

37-12

30-42

30-32

37-13

30-23

22-53

22-43

30-1330-12

30-22

22-52

22-42

30-3530-31

30-51

37-11

30-21

22-51

22-41

30-11

30-41

30-55

23-41

23-51

31-21

31-11 31-12

23-42

23-52

31-22

38-12

31-31

31-41

38-11

31-51 31-52

31-32

31-42 31-44

23-43

23-53

31-23

31-13 31-14

23-44

23-54

31-24

38-14

31-33

31-43

38-13

31-53 31-54

31-34

23-45

23-55

31-25

31-15

31-35

31-45

31-55

15-41 15-42

23-32

15-51

23-11

23-31

23-21 23-22

15-52

23-12 23-14

15-43 15-44

23-34

15-53

23-13

23-33

23-23 23-24

15-54

15-45

15-55

23-15

23-35

23-25

22-34

22-25

22-11

14-41

22-31

22-21

14-51 14-55

14-42 14-43

22-33

14-52

22-12

22-32

22-22 22-23

14-53

22-13 22-15

14-44 14-45

22-35

14-54

22-14

36-35

36-2536-24

36-3436-33

36-23

36-3236-31

36-21 36-2235-25

35-34

35-24

35-3335-32

35-42

35-22

35-43

35-2335-21

35-3134-35

34-25

35-41

5-45

5-55

5-35

5-25

5-34

5-24

5-445-43

5-53

5-33

5-54

5-42

5-51 5-52

21-25

21-35

21-15

13-55

13-35

13-45

13-25

13-15

21-14

13-54

21-2421-23

21-33

21-13

13-53

21-34

13-44

13-24

13-14

13-3413-33

13-43

13-23

13-13

21-2221-21

21-31

21-11

13-51

21-32

13-42

13-22

13-12

13-3213-31

13-41

20-45

28-1528-14

28-24

20-54

20-44

29-3228-33

28-5328-52

35-12

28-42

28-32

35-13

28-23

20-53

20-43

28-1328-12

28-22

20-52

20-42

28-4328-41

28-5127-55

34-15

27-45

35-11

28-21

20-51

20-41

28-1127-15

27-25

40-55

40-45

20-55

28-25

35-15

28-34

28-44

35-14

28-54 28-55

28-35

28-45 29-42

21-41

21-51

29-21

29-11 29-12

21-42

21-52

29-22

36-12

29-31

29-41

36-11

29-51 29-52

21-43

21-53

29-23

29-13 29-14

21-44

21-54

29-24

36-14

29-33

29-43

36-13

29-53 29-54

29-34

29-44

21-45

21-55

29-25

29-15

29-35

29-45

36-15

29-55

39-25

39-45

39-35 12-31

12-21

12-41

20-31

39-55

40-15

40-35

40-25 20-21

12-51

20-11 20-13

12-22

12-42

12-32 12-33

12-13

12-23

12-43

20-33

12-52

20-12

20-32

20-22 20-23

12-53 13-52

12-14

12-24

12-44

12-34 12-35

12-15

12-25

12-45

20-35

12-54

20-14

20-34

20-24 20-25

12-55

20-15 21-12

13-11

13-21

減

減

減

減

P

P

P

P

P

減圧区域

城浄水場
末端圧力：37.8m

南部4号井
末端圧力：53.1m

泉小学校
末端圧力：61.2m

西富小学校
末端圧力：25.5m

西部クリーンセンター
末端圧力：43.9m

所沢市水道部庁舎

西部加圧ポンプ場

西部第3号取水場

西部第2号取水場

西部第8号取水場

第1第7号取水場

第1第6号取水場

第1第8号取水場

第1第4号取水場

第1第10号取水場

第1第1号取水場

第1第5号取水場

東部第4号取水場

東部第7号取水場

東部第6号取水場

東部第5号取水場

東部第3号取水場

東部第2号取水場

城第2号取水場

城第1号取水場

南部第2号取水場

南部第1号取水場

荒幡加圧ポンプ場

南部第6号取水場

西部第11号取水場

西部第10号取水場

西部第5号取水場

西部第9取水場

西部第6号取水場

西部第7号取水場

第1第12号取水場

第1第9号取水場

東部第1号取水場

東部浄水場

東部第8号取水場

柳瀬浄水場

柳瀬第1号取水場

柳瀬第2号取水場

南部浄水場

南部第3号取水場

南部第5号取水場

南部第4号取水場

西部浄水場

西部第1号取水場

山口加圧ポンプ場

西部第4号取水場

第一浄水場

第1第3号取水場

第1第2号取水場

北野加圧ポンプ場

西部加圧ポンプ場

管管管管路路路路口口口口径径径径施施施施設設設設 配配配配水水水水区区区区域域域域

①D<75

②75≦D＜100

④150≦D＜200

⑤200≦D＜300

⑦400≦D

③100≦D＜150

加圧配水区域

高区配水区域
自然配水区域

低区配水区域

南部自然配水区域
⑥300≦D＜400

浄水場

庁舎
井戸

ポンプ場

減圧弁

平平平平成成成成22220000年年年年度度度度水水水水圧圧圧圧測測測測定定定定結結結結果果果果管管管管網網網網計計計計算算算算にににによよよよるるるる水水水水圧圧圧圧

①有効水頭＜0m

②0m≦有効水頭＜15m

⑥40m≦有効水頭＜50m

①有効水頭＜0m

③15m≦有効水頭＜20m

②0m≦有効水頭＜15m

⑧60m≦有効水頭＜75m

③15m≦有効水頭＜20m

⑤30m≦有効水頭＜40m

④20m≦有効水頭＜30m ④20m≦有効水頭＜30m

⑤30m≦有効水頭＜40m

⑨75m≦有効水頭

⑥40m≦有効水頭＜50m
⑦50m≦有効水頭＜60m⑦50m≦有効水頭＜60m

⑨75m≦有効水頭
⑧60m≦有効水頭＜75m

P

減

４）配水圧 

（１）概要 

所沢市では、各配水区域の末端に設置した自動計測設備により、配水圧を 24 時間計測し、適

正配水圧の確保に努めている。 

市内全域の水圧及び流速について、夏期の時間最大配水量を記録した日（平成 20 年 6 月 1

日）における分布状況を管網シミュレーションにより検証した。シミュレーションは、マッピングシス

テム※「Waters」からデータを抽出し、現況の管網モデルを作成して行った。 

 

（２）水圧・流速分布 

・ 配水圧は概ね良好（相対的に高め）であり、3 階直結給水※も支障がないレベルであるが、配

水区域境など一部の区域で、地盤高が低くなっている影響で圧力が高くなっている。 

・ 圧力が高い地区については、減圧弁の設置等でその解消を図ることが可能であると考えられ

る。 

図 ２－１６．水圧分布 
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 ２－３．市民アンケート 

 

将来の水需要を予測するために各家庭での水道水の利用実態と、水道事業に対するお

客様の意識を把握することを目的として『水道事業に係る市民アンケート調査』を実施した。

また、調査の視点を以下に示しており、調査結果の概要は表 ２－７に示すとおりである。 

＜調査の視点＞ 

・ 水道や事業の主要施策へのニーズを把握するため、水道水（水質）の満足度、水道事

業の満足度や優先度、広報等のサービス対応について調査を行うこと。 

・ より精度の高いシナリオのある水需要予測を実施するため、アンケート調査で各家庭で

の水道水の利用実態を把握し、予測に反映させること。 

 

図 ２－１７．アンケート調査の視点 

 

 

◆ お客様が、所沢市水道事業の施策・事業に対して、何を求

めているかを意識調査する。 

◆ 家庭における水使用の状況を調査する。 

 

 

◆ 顧客満足度を高めるための施策は何かという視点で、水道

事業基本計画に係る施策を検討する。 

◆ 水需要予測において、生活用水量の予測の基礎資料とする。 

 

調査の目的調査の目的調査の目的調査の目的    

 

① 水道水（水質）へのニーズ、満足度 

② 震災時における備蓄 

③ 施策へのニーズ（優先度） 

④ 広報とサービス対応 

⑤ 水道料金に対する意識 

⑥ 家庭における水使用状況 

⑦ 今後の期待、要望等 

⑧ 回答者の属性 

 

◆ 単純集計 

 

◆ 集計グラフを作成 

◆ 回答者の属性別の特徴を中心

に整理 

 

分析の視点 

◆ 満足度に影響を与えている要因の抽出（不満の原因は何か？） 

◆ 不満を持つ人の支持する施策は何か（主要施策の満足度向上への寄与？） 

◆ 世代別のニーズ（高齢化社会で求められる施策は何か？） 

◆ 地区別の傾向（地区による不満の違い） → 個別の改善目標 

インプット 

アウトプット 

調査調査調査調査項目項目項目項目    単純集計単純集計単純集計単純集計    

結果の整理・基礎分析結果の整理・基礎分析結果の整理・基礎分析結果の整理・基礎分析    

調査結果の分析調査結果の分析調査結果の分析調査結果の分析    
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表 ２－７．市民アンケート調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お客様の意識に関する設問に対する回答の要約を以下に示す。 

 

【市民アンケート結果の要約】 

水道水の水質について水道水の水質について水道水の水質について水道水の水質について    

� おいしくない、安全性に不安がある、塩素臭・カルキ臭がある等、水質に対する不

満がある。 

給水状況給水状況給水状況給水状況    

� 水の出具合は大部分が問題ないが、時間帯によって出が悪いという回答が約 7％

あった。 

給水サービス給水サービス給水サービス給水サービス    

� 広報活動に対する認知度が低い結果であった。 

� お客様サービスに対する評価は全般に高いが、道路などでの水道工事に不満が

ある。 

危機管理（地震、渇水）危機管理（地震、渇水）危機管理（地震、渇水）危機管理（地震、渇水）    

� 今後の取り組みとして、地震や災害に強い水道にしてほしい、との意見が最も多か

った。 

� 高齢者ほど、渇水でも水がいつもどおり使えるようにしてほしい、との意見が多くな

る。 

環境環境環境環境    

� 今後の取り組みとして環境配慮は 2 割程度の回答であったが、若い年代ほど関心

が高かった。 

 

 

実施期間 
平成 21年 9月 

（回収期限：9月 28日） 

調査方法 調査票の郵送 

発送数 2,000 

回収数 1,335 

回収率 66.8% 
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 ２－４．職員アンケート・職員ヒアリング 

 

職員の意識調査を行うと同時に､所沢市水道事業の現況の問題点を把握し､今後の水道

事業のあり方を検討するための資料として、職員アンケート・職員ヒアリングを実施した。これ

は、水道事業基本計画の施策を実施するのは職員自身であることから、職員自身も所沢市

水道部としての将来ビジョンを考えてもらうために行った。 

＜調査の視点＞ 

・ 所沢市水道部の現行事業の実施状況と今後のあり方について、ヒアリングする。 

・ 「地域水道ビジョン作成の手引き」を基に、現況分析・評価を行うための基礎資料として、

日常の維持管理の問題点等、今後の改善策について、ヒアリングする。 

 

①安全な水、快適な水が供給されているか 

・水質基準の適合状況 

・水質に関する苦情の状況 

・水源の水質、水質事故の発生状況 

・浄水能力 

・貯水槽水道の指導等の状況、直結給水の推進状況 

・鉛製給水管の布設状況 

②いつでも使えるように供給されているか 

・需要（給水人口、給水量） 

・供給能力（水源確保、水道施設容量、有収率） 

・水道の普及状況（未普及地域、未規制施設の状況を含む） 

・耐震化の進捗状況 

・応急給水体制、応急復旧体制 

③将来も変わらず安定した事業運営ができるようになっているか 

・老朽化施設とその更新計画 

・経営・財務（収支、資本、企業債償還、料金、財源） 

・需要者サービス 

・技術者の確保 

④環境への影響を低減しているか 

・環境対策（省エネルギー、廃棄物の有効利用等）の実施状況 

⑤国際協力に貢献しているか 
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＜調査概要＞ 

・ 職員アンケート調査は、総務課、営業課、建設課、給水課、配水管理課の課長職以下

の職員を対象とし、担当業務以外の設問についても回答した。 

・ 職員ヒアリングは、アンケート調査結果の不明箇所及び補足すべき事項についてヒアリ

ングを行った。事前にヒアリング調査票を配布して、課ごとに実施した。 

回答の要約を以下に示す。 

 

【職員アンケート結果の要約】 

水道水の水質水道水の水質水道水の水質水道水の水質    

� 水質については、水質基準を満たしていれば現状のままで十分という意見が多い。 

給水状況給水状況給水状況給水状況    

� 市内一円の管路延長が長いため、残留塩素濃度※を、均一に配水することが難し

い。 

� 老朽管が多い地域では管の洗浄を実施しており、サビや濁水が発生しないように

取り組んでいる。 

施設施設施設施設    

� 水道料金への影響をできるだけ抑え、老朽施設と大口径管（φ400mm 以上の鋼

管）から順次更新をする必要がある。 

給水サービス給水サービス給水サービス給水サービス    

� お客様専用窓口の開設、漏水調査・修繕への対応体制の堅持が課題である。 

� 広報活動をより積極的に行っていく必要がある。 

� 道路などでの水道工事に不満があるという声が窓口等に寄せられており、対応して

いる。 

危機管理（地震）危機管理（地震）危機管理（地震）危機管理（地震）    

� 料金への影響をできるだけ抑え、重要施設（浄水場配水池）と管路から順次耐震化

すべきと考えている。 

� 非常時の対応についてマニュアルを作成し、非常時の体制整備に取り組んでい

る。 

環境環境環境環境    

� 現行の料金体系に影響を及ぼさない（水道料金を上げない）範囲内で実施すべき

と考えている。 

職員の育成・委託職員の育成・委託職員の育成・委託職員の育成・委託    

� 専門性の高い職員の育成が必要である。 

� 基幹的業務は職員で運営すべきである。 

� 委託可能な業務は積極的に委託化すべきである。 
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【職員ヒアリング結果の要約】 

水源水源水源水源    

� 現状の受水 9：地下水 1 の割合を維持する方針である。そのために、県営水道と

の連絡体制の強化が必要である。 

� 地震・災害時におけるバックアップの視点からも、地下水の確保が必要であり、現

状の取水井の維持管理を徹底する必要がある。 

給水状況給水状況給水状況給水状況    

� 漏水対策工事等で濁りが発生した際、鋼管の布設が多い地区からの濁りの苦情

がある。 

� 濁り対策として、配水管の洗浄を行っており、一定の成果が得られている。 

給水サービス給水サービス給水サービス給水サービス    

� 現状のサービス水準を維持することが重要である。 

危機管理（地震）危機管理（地震）危機管理（地震）危機管理（地震）    

� 配水池が応急給水拠点となることから、耐震化を行う必要がある。 

� 緊急避難道路下の管路の耐震化を順次実施する予定である。 

� 資機材を市内 4 ヶ所に備蓄しており、現場工事でも利用している（利用後に補充）。

大口径の資材も東部の倉庫で保管している。 

� 防災マニュアル等の個別マニュアルを随時改定している。 

職員の育成・委託職員の育成・委託職員の育成・委託職員の育成・委託    

� ベテラン職員の退職による技術の継承(経験・現場対応)、職員の育成が問題であ

る。 

� 大口径鋼管の更新工事に向けて、設計・施工管理委託を検討している。 
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 ３．将来見通しの検討 

 ３－１．水需要予測 

 

平成 20 年度までの実績を基に平成 32 年までの推計を行った。推計では、過去の人口及び給

水量の推移を踏まえて推計しており、特定の開発事業による人口及び給水量の増加を考慮して

いない。 

 

３－１－１．給水人口の推計 

・ 将来の人口は、国立社会保障・人口問題研究所による「都道府県別将来推計人口 平成 19

年 5月推計」の仮定値を参考に、コーホート要因法※により推計した。 

・ 行政区域内人口は、2 ケース（上位、下位）のシナリオによる幅をもった推計を行った。なお、

下位推計は市フレーム人口（所沢市の人口推計（平成 22年～32年））を採用した。 

・ 給水人口は、将来の普及率を 100％と設定して推計した。 

 

３－１－２．給水量の推計 

・ 給水量の推計は、小口径（13mm～20mm）、中口径（25mm～50mm）、大口径（75mm～

150mm）の口径別に、2ケース（上位、下位）のシナリオによる幅をもった推計を行った。 

・ 小口径有収水量（13mm～20mm）は、小口径原単位に給水人口を乗じて算出した。小口径原

単位は、使用目的別分析（お客様アンケート結果を踏まえて作成した積み上げモデル）により

推計した。 

・ 中口径有収水量（25mm～50mm）と大口径有収水量（75mm～150mm）は、原単位法（給水人

口×実績より設定した原単位）により推計した。 

 

３－１－３．推計結果 

図 ３－１、図 ３－２に、上位推計と下位推計の推計結果を示す。なお、施設整備計画の検討

は上位推計と過去の実績から計画給水量を設定し、財政計画の検討は下位推計で行った。 

 

○施設整備計画・・上位推計、過去の実績から計画給水量を設定 

○財政計画・・・・・・下位推計 
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図 ３－１．給水人口の推計結果 
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図 ３－２．給水量の推計結果 
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 ３－２．水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理） 

３－２－１．アセットマネジメント（資産管理）の趣旨・定義 

アセットマネジメント（資産管理）とは、資産の状況を的確に把握し、更新と維持補修を適切に組

み合わせて資産を維持する仕組みであり、施設管理の効率化や計画的な施設更新といった効果

が期待される。 

水道は、市民生活及び社会経済活動を支える基盤施設であり、安全な水道水の安定的な供給

は、公衆衛生の確保、快適な生活の実現及び社会経済活動の維持・発展に不可欠である。しか

しながら今後は、高度経済成長期に集中的に整備された水道施設の更新が必要となり、これまで

に経験のない大規模更新の時期を迎える。 

このような背景を受けて、厚生労働省では、水道ビジョン※（平成 20年 7月改訂）において、『安

定』、『持続』を目標概念として示し、レビューの結果から『アセットマネジメント手法も導入しつつ、

中長期視点に立った、技術的基盤に基づく計画的・効率的な水道施設の改築・更新や維持管

理・運営、更新積立金等の資金確保方策を進めるとともに、改築・更新のために必要な負担につ

いて、需要者の理解を得るための情報提供のあり方について、具体的検討を推進する。』ことを重

点取組項目としている。 

上記の目標を達成し持続可能な水道事業を実現していくためには、中長期の財政収支見通し

に基づく計画的な施設の改築・更新の実行が不可欠であり、適正な資産管理を実践し、健全な水

道を次世代へ確実に引き継がれなければならない。 

図 ３－３．アセットマネジメント（資産管理）の実践により期待される効果 

水道事業を取り巻く環境
水道施設更新の現状

アセットマネジメントの視点が不十分な事業運営

導かれる
状況や結果

水道事業
の状態

・
資産管理
の方法

アセットマネジメントの視点を持った事業運営

●基礎データの整理・管理や健全度把握が不十分

中長期の老朽化の進行状況や更新需要の把握が困難
短期的な更新計画に終始

中長期の老朽化の進行状況や更新需要の把握が困難
短期的な更新計画に終始

●基礎データの整理・管理や健全度把握が不十分

中長期の老朽化の進行状況や更新需要の把握が困難
短期的な更新計画に終始

中長期の老朽化の進行状況や更新需要の把握が困難
短期的な更新計画に終始

●中長期的な視点で更新資金の計画的な確保が不十分

将来の更新需要ピークに対して資金が追いつかない
資金不足や企業債残高の増大（もしくは更新先送り）
将来の更新需要ピークに対して資金が追いつかない
資金不足や企業債残高の増大（もしくは更新先送り）

●中長期的な視点で更新資金の計画的な確保が不十分

将来の更新需要ピークに対して資金が追いつかない
資金不足や企業債残高の増大（もしくは更新先送り）
将来の更新需要ピークに対して資金が追いつかない
資金不足や企業債残高の増大（もしくは更新先送り）

●更新先送りにより、対症療法的な事後対応が中心

老朽化に伴う突発的断水事故の頻発化や地震被害の深刻化
維持管理費を含めたライフサイクルコストの増加

老朽化に伴う突発的断水事故の頻発化や地震被害の深刻化
維持管理費を含めたライフサイクルコストの増加

●更新先送りにより、対症療法的な事後対応が中心

老朽化に伴う突発的断水事故の頻発化や地震被害の深刻化
維持管理費を含めたライフサイクルコストの増加

老朽化に伴う突発的断水事故の頻発化や地震被害の深刻化
維持管理費を含めたライフサイクルコストの増加

●更新の必要性等について水道利用者等への説明が不足

水道事業全体に対する信頼性の低下水道事業全体に対する信頼性の低下

●更新の必要性等について水道利用者等への説明が不足

水道事業全体に対する信頼性の低下水道事業全体に対する信頼性の低下

施設や財政の状況が将来急速に悪化

持続可能な水道事業運営が困難持続可能な水道事業運営が困難

施設や財政の状況が将来急速に悪化

持続可能な水道事業運営が困難持続可能な水道事業運営が困難

◎基礎データ整備、技術的知見に基づく点検・診断等

中長期の水道施設全体の健全度・更新需要の把握
長期を見据えた更新前倒し、更新投資の平準化

水道施設全体の健全性及び中長期における更新需要の把握
長期を見据えた更新の前倒し、更新投資の平準化

◎基礎データ整備、技術的知見に基づく点検・診断等

中長期の水道施設全体の健全度・更新需要の把握
長期を見据えた更新前倒し、更新投資の平準化

水道施設全体の健全性及び中長期における更新需要の把握
長期を見据えた更新の前倒し、更新投資の平準化

◎中長期的な視点での更新需要・財政収支見通しの検討

将来の更新需要に対応した資金確保策の具体化
財源の裏付けを有する計画的な更新投資の実施
将来の更新需要に対応した資金確保策の具体化
財源の裏付けを有する計画的な更新投資の実施

◎中長期的な視点での更新需要・財政収支見通しの検討

将来の更新需要に対応した資金確保策の具体化
財源の裏付けを有する計画的な更新投資の実施
将来の更新需要に対応した資金確保策の具体化
財源の裏付けを有する計画的な更新投資の実施

◎計画的更新で予防保全的に施設の健全性・耐震性を確保

突発的断水事故や地震被害の軽減
水道施設全体のライフサイクルコストの減少

老朽化に伴う突発的断水事故や地震被害の軽減
水道施設全体のライフサイクルコストの減少

◎計画的更新で予防保全的に施設の健全性・耐震性を確保

突発的断水事故や地震被害の軽減
水道施設全体のライフサイクルコストの減少

老朽化に伴う突発的断水事故や地震被害の軽減
水道施設全体のライフサイクルコストの減少

◎更新の必要性等を水道利用者等に適時適切に情報提供

水道事業への理解醸成、信頼性の高い事業運営水道事業への理解醸成、信頼性の高い事業運営

◎更新の必要性等を水道利用者等に適時適切に情報提供

水道事業への理解醸成、信頼性の高い事業運営水道事業への理解醸成、信頼性の高い事業運営

将来にわたって施設・財政両面で健全性が確保

持続可能な水道事業運営が可能持続可能な水道事業運営が可能

将来にわたって施設・財政両面で健全性が確保

持続可能な水道事業運営が可能持続可能な水道事業運営が可能

人口減少に伴う給水収益の抑制

更新投資額の減少

将来の資金確保の取組不十分

更新期を迎えた
４０兆円を超える水道資産

 

出典) 「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き」 
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水道における「アセットマネジメント（資産管理）」とは、「水道ビジョンに掲げた持続可能な水道

事業を実現するために、中長期的な視点に立って、効率的かつ効果的に水道施設を管理運営す

る体系化された実践活動を指す」と定義されている。 

また、アセットマネジメント（資産管理）は、①必要情報の収集・整理・データベース化、②ミクロ

マネジメント(水道施設を対象とした日常的な資産管理)の実施、③マクロマネジメント(水道施設全

体を対象とした資産管理)の実施及び④計画策定への活用等で構成され（図 ３－４）、各構成要

素が、有機的に連結した仕組みを構築することが重要である。 

図 ３－４．アセットマネジメント（資産管理）の構成要素と実践サイクル 
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出典) 「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き」 
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３－２－２．検討内容 

１）検討概要 

本調査では、アセットマネジメント（資産管理）の実践の第一歩として、「水道事業におけるアセ

ットマネジメント（資産管理）に関する手引書」に基づくマクロマネジメント※（タイプ2B）（表 ３－３

参照）を行い、中長期な更新需要・財政収支見通しを明らかにし、より発展したアセットマネジメ

ントを実施するための今後の対応策や改善点（データ整備状況の向上、診断評価の実施等）に

ついて検討する。また、その結果を踏まえて、より高い資産管理水準を目指すための実施方針を

提案する。 

【管理水準向上のための方策】 ⇒ 基本計画の施策に反映させる 

� 資産データの整備（台帳、情報システム等） 

� ミクロマネジメント※(点検、診断、補修等)  

� 施設整備計画（水道施設再構築・再編成） 

� 財政計画（経営計画、料金改定等） 

 

図 ３－５．アセットマネジメントの実施フロー 
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表 ３－３．検討事例（第Ⅲ編アセットマネジメント手法の検討事例） 

ケース 検討タイプ 検   討   手   法 

検討 

事例 1 

タイプ 3C 

(標準型) 

・ 施設台帳や図面等があり、資産の取得年度、取得額等の基礎デ

ータが整備されている場合、資産を個別に評価して更新需要を

算定する。 

・ 更新需要に対して、一定の条件設定の下で、収益的収支、資本

的収支及び資金収支を算定し、更新財源の確保を検討する。 

検討 

事例 2 

タイプ 2B 

(簡略型) 

・ 個別の資産ごとに更新需要が算定できない場合の簡略化手法

の事例 

① 有形固定資産の年齢別資産額（様式 4）から更新需要を

算定する。 

② 布設年度別管路延長が不明の場合には、過去の建設改

良費（様式 1）で按分を行って、更新需要を算定する。 

・ 収益的収支の見通しが検討できない場合、資本的収支及び資

金残高から、事業の実施可能性や更新財源の確保を検討する。 

検討 

事例 3 

タイプ 1A 

(簡略型) 

・ 資産の状況の把握ができない場合は、過去の投資額や、類似施

設からの類推等の推定を行って更新需要を算定する。 

・ 資本的収支、収益的収支が算定できない場合、事業費の大きさ

で実施可能性を評価する。 

出典) 「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き」に加筆 
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図 ３－６．検討フロー 

 

①資産の現状把握 

③資産の将来見通しの把握 

④更新需要の算定 

・法定耐用年数によるケース 

・更新基準によるケース 

⑤財政収支見通し（更新財源確保）の検討 

・現行水道料金のケース 

・料金改定のケース 

⑥検討結果のとりまとめ等 

②マクロマネジメント実施のための記入様式の作成 

S 

E 

２）検討フロー 

アセットマネジメントの検討フローについて、図 ３－６に示すとともに、詳細を下記に示す。 

①資産の現状把握①資産の現状把握①資産の現状把握①資産の現状把握    

固定資産台帳等の既存資料を用いて、過去

の投資の実績、資産の取得年度、帳簿原価等、

検討に用いる実績データを整理する。 

②マクロマネジメント実施のための記入様式の②マクロマネジメント実施のための記入様式の②マクロマネジメント実施のための記入様式の②マクロマネジメント実施のための記入様式の

作成作成作成作成    

資産状況の調査を基に、タイプ 2B のマクロマ

ネジメント手法を行えるように、手引書の記入様

式を作成する。 

③資産の将来見通しの把握③資産の将来見通しの把握③資産の将来見通しの把握③資産の将来見通しの把握    

まず、更新事業を実施しなかった場合、資産

の健全度がどのように推移していくかを把握する。

次に、法定耐用年数を基準として更新事業を行

った場合の更新需要を把握する。 

④更新需要の算定④更新需要の算定④更新需要の算定④更新需要の算定    

資産の健全度を維持するためには、法定耐用

年数での更新が望ましいが、財政的な制約から

現実的ではない。また、実際には、維持管理での対応により延命化措置が図られるため、「③健

全度の将来見通し」を踏まえつつ、資産の重要度や更新の優先度を勘案して、更新時期を 3ケー

ス設定してシナリオ分析を行い、更新基準を検討する。 

⑤財政収支見通し（更新財源確保）の検討⑤財政収支見通し（更新財源確保）の検討⑤財政収支見通し（更新財源確保）の検討⑤財政収支見通し（更新財源確保）の検討    

④で算定した更新需要に基づいて、財政収支見通しを検討する。現行の料金水準での財政収

支見通しを検討し、そのうえで料金改定や資金計画、損益勘定留保資金等（内部留保資金）の確

保等、更新財源の確保方策を検討する。 

検討にあたっては、将来の水需要予測が必要となるが、下位推計の結果を反映させる。 

⑥検討結果のとりまとめ等⑥検討結果のとりまとめ等⑥検討結果のとりまとめ等⑥検討結果のとりまとめ等    

更新需要及び財政収支見通しの検討結果について、妥当性を確認する。また、今後、基本計

画の策定過程で検討すべき問題点・課題を整理する。 

 

上記を踏まえて、ケース別に検討を行った。次頁に検討結果の一例を示す。 
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 ４．課題の抽出と目標設定 

 ４－１．課題の抽出 

これまでの検討より明らかになった課題を整理した。課題の整理に当たっては、水道事業基本

計画の上位計画である「所沢市水道事業長期構想」との整合を図り、長期構想の施策体系と今年

度調査で把握した課題を比較し、表 ４－１を作成した。 

市民アンケート調査では、今後の取り組みとして以下に示す要望（ニーズ）が強かった。表 ４－

１の市民からの要望欄は、これらの要望に関連する実施内容を示すものである。市民の視点から

見ればこれらの関連施策の優先順位は高いと考えられる。 

施策の実施順（年次計画）については、これらに財政的な裏付けを踏まえて決定する。 

 

＜ 市民の要望 ＞ 

 ○地震や災害に強い水道 ○おいしい水の供給 

 ○水道料金を安く  ○渇水でも水がいつもどおり使える 

 

把握した課題の中で、長期構想で実施内容が示されていなかった項目（以下の 9項目）を追加

した。 

 

追加した項目 

水質管理体制を強化する  

□水安全計画 

貯水槽水道での水質維持を図る  

□利用者への広報 

給水開始等の申込、料金に関するサービスを行う  

□お客様専用窓口等のサービス充実の検討 

エネルギーの使用量を削減する  

□省エネ機器への更新、再生可能エネルギーの検討 

水需要の的確な予測による収入に応じた事業運営を行う  

□アセットマネジメントの導入 

技術基盤と体制の整備  

□専門性の高い職員の育成 

□業務マニュアル類の整備 

□外部委託の検討 

□PDCAサイクルの構築 
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□埼玉県水資源対策協議会 継続して実施

□深井戸の機能診断 必要に応じて実施 ○

□深井戸の更新 機会を定めて実施 ○

□所沢市水質検査計画 継続して実施 ○

□水安全計画 新規 ○

□設置者への指導、助言 継続して実施 ○

□利用者への広報 新規 ○

○

□浄水場設備更新 機会を定めて実施

□配水池耐震診断 機会を定めて実施 ○

□非常用発電設備の充実 機会を定めて実施 ○

□老朽化の懸念される管の布設替え 継続して実施 ○

□大口径管の管更正及び布設替え 機会を定めて実施

□浄水場内配管の布設替え 機会を定めて実施

□主要幹線道路下、鉄道軌道下、橋梁添架の水道管の強化 必要に応じて実施

□バイパス管の設置 必要に応じて実施

□配水管等漏水調査 継続して実施

□電食防止措置 継続して実施

□災害用資材の備蓄 再整備して実施 ○

□体制の整備(震災対応マニュアル) 再整備して実施 ○

□深井戸による対応 継続して実施

□体制の整備（渇水対応マニュアルの整備） 継続して実施

□水を大切に使うための情報提供 継続して実施

□仕切弁調査 必要に応じて実施

□体制の整備（危機管理マニュアルの整備） 継続して実施 ○

□宅地内の漏水調査 継続して実施

□直結直圧給水・直結増圧給水の拡大を図る 継続して実施

□給水管の布設替え 継続して実施

□多様化するお客様ニーズへの対応 継続して実施

□お客様専用窓口等のサービス充実の検討 新規

□ホームページの充実 再整備して実施

□水道部環境マネジメントシステム 継続して実施

□情報提供の推進 継続して実施

□省エネ機器への更新、再生可能エネルギーの検討 新規

□中期経営計画 再整備して実施

□庁舎修繕計画 継続して実施

□アセットマネジメントの導入 新規

○

□専門性の高い職員の育成 新規

□業務マニュアル類の整備 新規

□外部委託の検討 新規

□PDCAサイクルの構築 新規

青字；課題の整理結果を踏まえて、長期構想の実施内容に追加した項目

取り組み

安

全

・

安

心

で

快

適

な

住

み

よ

い

ま

ち

づ

く

り

の

た

め

に

１ 安全な水を供給
 　するために

(2) 給水開始等の申込、料金に関するサービスを行う

(1) 給水装置に関するサービスを行う

(4) 関係機関、近隣事業体との連携を深める

６ 健全な経営を行う
　 ために

(2) 水道料金の維持に努める

(1) 水需要の的確な予測による収入に応じた事業運営を行う

(3) 技術基盤と体制の整備

(6) 水道施設規模の見直し

(5) 安定した給水と水の有効利用に努める

市民から
の要望

５ 環境に配慮するた
   めに

(3) エネルギーの使用量を削減する

４ 利用者に質の高い
   サービスを行うため
   に

(3) 事故等への危機管理体制を確立する

(2) 水資源の有効利用を働きかける

(1) 環境マネジメントシステムを運用する

(3) 水に関する情報提供を行う

(3) 送水管、配水管の更新事業を積極的に進める

(4) 管網を計画的に強化する

分類実施内容

２ 安定して供給する
   ために

３ いつでも使えるよう
   に供給するために

(1) 県水水源の保全を働きかける

(2) 自己水源を保全し、確保する

(3) 水質管理体制を強化する

(4) 貯水槽水道での水質維持を図る

(2) 渇水に備える

(1) 引き続き水源の確保を働きかける

(2）浄水場施設の改良を図る

(1) 震災に備える

表 ４－１．施策体系 
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 ４－２．目標の設定 

 

PDCA サイクルとは、事業活動において、生産管理や品質管理などの管理業務を計画どおりス

ムーズに進めるための管理サイクル・マネジメントサイクルの一つである。PDCA サイクルという名

称は、サイクルを構成する次の 4段階の頭文字をつなげたものである。 

PPPPlan（計画）  ：実績や将来予測等を基にして業務計画を作成する。 

DDDDo（実施・実行） ：作成した計画に沿って業務を実施する。 

CCCCheck（点検・評価） ：業務実施が計画に沿っているかどうかを確認する。 

AAAAct（処置・改善） ：実施が計画に沿っていない部分を調べて処置をする。 

１）施策体系別の実施項目の抽出・整理 

PDCA サイクルに基づく事業評価の導入に先だって、表 ４－１で示した所沢市の施策につい

て、ソフト面とハード面の両面から具体的な実施項目を抽出して整理する必要がある。 

実施項目の整理には、部署別に職員による今後の要望を踏まえた計画調書の作成を計画する。

調書の作成によって、現況の確かな把握と、担当業務に対する職員の要望を収集でき、水道事

業基本計画に対する合意形成が得られると考えられる。 

また、水道事業基本計画に基づき事業を進める過程で、さまざまな事業環境の変化に対応で

きるよう、PDCA サイクルを導入することで、水道事業基本計画の内容を実現してくことが可能とな

ると考える。作成した調書は PDCA サイクルにおける進捗管理と事後評価に活用できるようにす

る。 

図 ４－１．PDCAサイクル（調書の利用） 

   
計画の策定（計画の策定（計画の策定（計画の策定（ Plan ））））      

目標の設定   

施策 の策定   

事業の推進（事業の推進（事業の推進（事業の推進（Do ））））      

進捗状況の管理   

目標達成状況の確認（目標達成状況の確認（目標達成状況の確認（目標達成状況の確認（ Check ））））      

事後評価   

顧客満足度の把握   

計画の見直し   

数値指標・計画調書   

水道事業基本計画   

情報開示・説明責任 

情報の収集   

P D CA サイクルサイクルサイクルサイクル 

改善の検討（改善の検討（改善の検討（改善の検討（ Action ））））      

未達成目標の対処   

新たなニーズの把握   

     

 

２）施策の評価方法 

PDCA サイクルに基づく事業評価・見直しの導入を行う場合、一定期間毎に設定した施策や事

業について目標達成状況に対して評価指標による評価･検証が必要となる。 

水道事業における施策評価としては、「水道事業ガイドライン」に示される業務指標(PI)を活用
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することが考えられるが、これだけでは各施策に対応する評価を行うことが難しい可能性がある。

そのため、施策目標への取組みとして業務指標（PI）にはない独自の項目も調書の中に適宜加え

て評価を行う必要がある。 

施策の実施とともにその評価を行い、施策を修正して計画を進めるサイクル（PDCA サイクル）

が重要であることから、職員が参加して計画調書（調書様式で施策別の事業内容、目標等を整

理）を作成した。 

３）計画調書・実施調書の作成 

図 ４―２に示す各調書の作成イメージのように、基本計画の策定に向けて計画調書を作成し、

実施項目を抽出・整理した。調書には、事業名などの基礎情報に加え、目標（数値目標・評価指

標）や財源（3条予算・4条予算）なども記入することで、財政計画に反映させるものとする。 

調書は施策別に電子ファイルで整理している。電子ファイルを用いることで、職員が施策別に

進捗状況を管理し、目標達成状況の確認や改善の検討を行うことで、計画の策定（見直し）を実

施することができ、PDCAサイクルとして活用できると考えられる。 

図 ４Ü２．実施調書、計画調書の作成イメージ 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

現在、実施している施策について 

• 事業名、事業目的、事業内容 

• 進捗状況 

• 問題点 

• 今後のあり方 

などを記載し、現況分析を行う。 

計画期間内に実施予定の施策に

ついて 

• 事業名、事業目的、事業内容 

• 現在の状況 

• 目標（数値目標、評価指標） 

• 財源 

• 年度計画 

などを記載する。 

実施調書 計画調書 

作成：

所管

※何のために行うか

※誰を・何を対象としているか

※何をするか

全体事業費 （千円） 予算区分

全体事業量 （単位） 財源内訳

計画事業費 （千円）

実施事業費 （千円）

指標（PI)

計画事業費 （千円）

実施事業費 （千円）

指標（PI)

○ 未実施

○

事業完了

算出式

H21実績目標

指標（PI）

H32目標

評価方法

進捗状況 計画どおり実施 内容を変更して実施

総合評価
（今後の見通し）

継続 縮小 統合 改善余地なし その他

終了 休止 その他

2010/4/14

H32

H28

年次計画（計画事業費）

H29 H30 H31計画年度

特記事項

H22 H25H24H23 H27

事業対象

事業目的

事業名

事業内容

事業期間 終期年度開始年度 ～

H26

水道事業基本計画　事業実施状況調書

計画年度

事業コード 担当者名

施策体系の位置づけ
大分類

小分類

作成：

所管

※何のために行うか

※誰を・何を対象としているか

※何をするか

※事業の効果、定性的な目標

全体事業費 （千円） 予算区分

全体事業量 （単位） 財源内訳

計画事業費 （千円）

計画事業量 （単位）

計画事業費 （千円）

計画事業量 （単位）

H32目標

担当者名

施策体系の位置づけ
大分類

小分類

事業対象

事業目的

終期年度開始年度 ～

算出式

2010/4/14

H28H26

水道事業基本計画　事業実施計画調書

計画年度

事業コード

事業名

事業内容

事業期間

現況の整備内容

目標

評価方法

H21実績

指標（PI）

特記事項

H22 H25H24H23 H27

年次計画（計画事業費）

H29 H30 H31計画年度 H32
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 ５．基本事項の決定 

 ５－１．計画年度 

 

本基本計画では、所沢市水道事業長期構想を踏まえて、目標年度を平成 32 年度（西暦 2020

年）として検討を行い、目標年度までの年次計画、財政計画を作成することとした。 

水需要予測結果より、今後水需要が減少する中で、水道施設の老朽化に伴う更新需要の増大

が見込まれている。地域水道ビジョンである「所沢市水道事業長期構想」では、計画期間内には

大口径鋼管の更新事業に着手する計画であるが、180 億円以上の事業費（「６－２．配水管整備

計画」を参照）が必要であり、工事の施工面、財政面の両方が困難であると考えられる。 

このため、大口径鋼管の更新事業については、平成 36年度（西暦 2024年）までを更新事業期

間とした。 

 

計画期間 

平成 32年度（西暦 2020年）まで 

 

 ５－２．給水区域 

現状の配水形態を管網計算等により評価した。水需要が低迷している状況であることから、現

況では配水システムとして余裕があることがわかった。今後、大口径鋼管の更新事業に着手する

場合には、ダウンサイジング※が可能と考えられたことから、配水管整備計画で検討し、ダウンサ

イジングによる事業費の圧縮を立案した。 

一方、浄水場の統廃合と配水区域の再編成については、今後も現況と同程度の水圧の確保

や、大規模災害時では防災拠点として各浄水場が位置づけられていること（所沢市地域防災計

画、平成 21年 2月）、また、浄水場間のバックアップなどの水運用の観点を踏まえ、現況の施設

及び給水区域を維持することとし、以下の視点で、施設整備、配水管整備の検討を行うこととし

た。 

① 系統間、工事期間中のバックアップ 

② 渇水時の対応、災害時のバックアップ等 

③ 施設能力の適正化 

 

配水系統別の給水区域 

現況どおり 
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H13 H20 H25 H28 H32

332,978 340,927 345,616 346,733 345,763

129,200 115,120 121,990 121,840 121,250

※上位推計結果（H13,H20は実績値）

1日最大給水量（m3/日）

給水人口（人）

300,000
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水
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115,000

120,000

125,000

130,000

135,000

１
日

最
大

給
水

量
(m

3
/日

)

給水人口（実績）

給水人口（将来）

１日最大配水量（実績）

１日最大配水量（将来）

 ５－３．計画給水人口・給水量 

水需要予測の上位推計では、図 ５－１に示すとおり、将来の 1日最大給水量は平成 25年度を

ピークに減少傾向と見込んでいる。過去 10 年間の実績では、平成 13 年度の 1 日最大給水量が

129,200m
3
/日であり、将来推計を含めても、最大の給水量となっている。 

給水量が減少傾向にある場合、将来の施設整備を検討するうえで基準となる計画給水量の設

定は、供給の安定性確保の観点からは、過去の配水実績を踏まえることが重要である。しかし、直

近の傾向、水需要予測結果を鑑みて、実績一日最大給水量である 129,200m
3
/日とするとやや過

大となる恐れがある。このため、以下の観点から、基準となる計画給水量を 125,000m
3
/日と設定す

る。 

① 水需要予測では、過去の人口及び給水量の推移を踏まえて給水量を推計しており、将

来最大の１日最大給水量は 121,990m
3
/日である。 

② 1 日最大給水量は、10 年に 1 回の確率で発生する需要のピークを想定して推計してい

る。 

③ 工場跡地等において、新規の大規模マンションや商業施設の開発が実施された場合、

1,000m
3
/日規模で需要が発生する可能性があるが、水需要予測では特定の開発事業

による人口及び給水量の増加を考慮していない。将来的に新規開発による需要が発生

することも考えられることから、それらの需要に対応できるように水需要予測の推計値に

約 3,000m
3
/日を別途加算した値を計画給水量とした。 

 

計画フレーム 

計画給水人口 ： 346,800人（平成 28年度、上位推計） 

計画給水量   ： 125,000m3/日 

 

図 ５－１．給水人口・１日最大給水量の推計結果 

 

 

 

 

 

 
121,990m3/日 

129,200m3/日 

125,000m3/日（計画給水量） 
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 ６．整備内容の決定 

 ６－１．耐震化計画・施設整備計画 

６－１－１．基本条件 

１）基本方針 

施設・設備の更新時期を決定し、目標年度までの改良・更新計画を作成した。本計画で取り上

げる施設整備の内容は、以下に示すとおりである。 

 

① 基幹施設耐震化計画 

② 施設・設備更新計画 

 

２）対象施設 

① 基幹施設耐震化計画 

簡易耐震診断で対象とした配水池、浄水池、調整池 

② 施設・設備更新計画 

簡易耐震診断で対象とした施設及び主要な機械電気計装設備 

※配水管整備計画の検討結果より、将来の送配水フローに変更が生じないことから、 

施設及び設備の更新は現況どおりとする。 

 

 

６－１－２．施設規模の検討 

将来の計画配水量に対して、現況の土木施設及びポンプ設備の規模が適切であるかの検討

を行った。なお、規模の決定に際しては、各系統別の計画配水量を考慮する必要があるが、その

詳細については配水管整備計画で検討している（「６－２．配水管整備計画」を参照）。 

計画配水量に対しては、埼玉県営水道が電気設備の定期点検等で断水した際にも、安定した

水を配水できる容量が確保されており、各浄水場でも十分な配水量が確保されている。このため、

災害時の防災拠点として位置づけられており、応急給水が可能である。また、ポンプ設備も、各施

設がバックアップできるように整備されていることから、設備規模は適切であると判断した。 
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６－１－３．基幹施設耐震化計画 

簡易耐震診断の結果を踏まえ、補強工事を実施する場合の概算事業費を算出している。 

 

基幹施設の耐震化 

第一浄水場配水池の補強工事費の概算額を整理し、この金額を参考として、補強工事費は有

効容量当たり、付帯工事は工事毎に大きな変化がないものと仮定し、設定単価を作成した。耐震

補強工事の概算工事費を表 ６－１に整理している。 

表 ６－１．概算事業費 

施設名 補強工事費(千円) 

第一浄水場配水池 400,000  

東部浄水場配水池 880,000  

南部浄水場配水池 102,000  

西部加圧ポンプ場調整池 466,000  

西部浄水場配水池 623,000  

 

なお、本計画では、施設の耐震化にあわせて場内配管の耐震化事業も計画しており、各施設

直近のバルブまでの管路の概算工事費を別途計上している。 

場内配管の耐震化事業には費用面の負担と実際の工事手順が複雑であることが課題となり、

応急復旧資材の備蓄も含めて検討をする必要がある。 
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６－１－４．施設・設備更新計画 

前項までの耐震化計画、主要施設及び設備の耐用年数を考慮して、更新計画を作成する。こ

こで、更新計画を作成する上では、主要施設及び設備の更新サイクルを決定する必要がある。本

計画では、以下に示す 2ケースの更新サイクルを設定し、後述の年次計画を作成する。 

ケース１）法定耐用年数による更新 

法定耐用年数(地方公営企業法において固有固定資産の減価償却を行う耐用年数)に従い、

現況の施設及び設備を更新するケース。 

ケース２）実績耐用年数を考慮し延命化 

法定耐用年数に従い更新を実施した場合、とくに設備の耐用年数が短期間となる。一方で、

維持管理を適切に実施している設備は、法定耐用年数が経過しても問題なく所定の性能を発

揮することが可能である。 

そこで、日本水道協会が平成 5 年度に実施した「設備機器の保守及び更新に関するアンケ

ート調査報告書」を参考として、実情に近い耐用年数を設定した。ただし、本ケースは適切な維

持管理を実施することを前提としている。なお、土木建築施設については、実績調査などがな

いことから法定耐用年数による更新としている。 

 

 

６－１－５．年次計画 

上記ケース別の事業費を算出し、図 ６－１に示す。ケース１）、ケース２）ともに施設別で最終的

に必要な費用の総額は同じであるが、設備を適切に延命化することで、発生する費用のピークを

平準化することができる。 

図 ６－１．ケース別の概算事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケース１）法定耐用年数による更新 

概算事業費合計： 8,687,245千円 

 

ケース２）実績耐用年数を考慮し延命化 

概算事業費合計： 5,920,045千円 
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 ６－２．配水管整備計画 

６－２－１．基本方針 

計画の作成にあたり、以下の方針で検討を行う。実施内容の検討フローを図 ６－２に示す。 

① 開削工法による更新を基本とする。 

② 基幹管路であるため断水は難しいこと、狭幅員部及び交通量が多い道路下に布設されてい

ること、複数管路が布設されていることから、布設ルートの変更（幅員 4.2ｍ以上の道路下に

布設を原則）を検討する。 

③ 基本的に配水区域は変更しないものとする。配水区域間を横断している管路については、

一部（南部－高区間のφ500mm）、バックアップを考慮する。 

④ 布設ルートは複数案選定し、選定したルート別に施工や維持管理等で生じる可能性がある

問題点、留意点をまとめる。ルート選定が困難である場合は、選定が困難である理由（例え

ば、用地確保が必要）等についてまとめる。 

⑤ 管網計算結果を用いて、更新管の減径の可否について検討する。具体的な口径について

は、将来の管網計算結果を踏まえて検討する。 

※ 将来の管網計算では、1日最大給水量を 125,000m
3/日として設定する。 

 

図 ６－２．検討フロー 

 

現地調査

更新工事工法の検討

管路整備計画・管路更新計画の作成

管網計算(将来）

工事工法（開削/推進等）の決定

・現地で更新工事が可能か
・布設ルートの変更が必要か　等

・更新対象である大口径管の鋼管
  の布設箇所を現地調査

更新工事の可否を確認

・ダウンサイジングの検討　等

重要度、布設年度、漏水事故実
績等を踏まえて優先順位付け

・事故等により優先順位が高い
・詳細検討が必要

・布設ルートで検討が必要
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６－２－２．将来の管網シミュレーション 

現況の管網シミュレーションで用いた管網モデルを用いて、将来水量での検討を行い、将来に

おける所沢市の水圧や流速等の問題点を把握する。計算結果は以下に示すとおりである。 

・ 配水圧は概ね良好（相対的に高め）であり、3 階直結給水も支障がないレベルであるが、配水

区域境など一部の区域で、地盤高が低くなっている影響で圧力が高くなっている。 

・ 高水圧となる地区は、減圧弁の設置等で高水圧の解消を図ることが可能である。 

図 ６－３．水圧・流速分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－２－３．更新ルートの選定 

更新ルートの選定に際して、配水区域別に検討を行った。更新ルートは、可能であれば複数案

を選定し、ルート案別に概要、管網計算結果、問題点・留意点等についてまとめ、その布設ルート

の詳細をまとめた。 

選定後、更新ルート案別に概算事業費を算出した。概算事業費は、各仕様（一般部・特殊部・

不断水部・廃止部）に区分して、それぞれの費用を計上し、工事費を算出した。 

配水区域別のルート案は複数案を検討したことから、各ルート案で布設延長等の条件が異なる

ため、管路整備計画の総事業費の最大ケースと最小ケースを算出した結果、概算事業費が最大

となるケースでは 19,180,350 千円、最小となるケースでは 17,540,250 千円となった。なお、ここで

算出した費用には、用地費や地下埋設物の移設費等を含んでおらず、実際の工事の際に発生

する事業費とは異なる。そのため、財政シミュレーションにおける更新工事費は、最大及び最小ケ

ースの費用の平均値である 18,300,000 千円と設定した（「６－３－２．財政シミュレーション」を参

照）。 
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６－２－４．更新の優先順位 

はじめに、所沢市の現況の全管路を対象として重要度を決定し、次に、重要度が最も高い更新

対象管路（配水本管（φ400mm以上）、鋼管）の更新の優先順位を決定する。 

１）管路の重要度 

所沢市の現況の布設管路について、更新（耐震化）を優先的に実施する路線を検討する上で、

「水道の耐震化計画等策定指針」（平成 20 年 3 月、厚生労働省）を踏まえて、管路の重要度を決

定した。 

表 ６－２．重要度 

優先度 管種／布設箇所 備考 

高 導水管※・送水管※ 

・配水本管 

配水系統の根幹を成すルート 

とくに配水本管（φ400mm 以上）で鋼管を優先す

る 

 緊急時給水先（避難所）

への供給ルート 

所沢市地域防災計画で、重要施設及び避難所、

緊急告示病院として位置付けられている施設への

供給ルート（「２－１－３．危機管理」を参照） 

 緊急輸送道路下に 

布設されているルート 

所沢市地域防災計画で緊急輸送道路として位置

づけられている道路下に布設されているルート 

低 その他の管路 上記以外の管路 

参考）水道の耐震化計画等策定指針、平成 20年 3月、厚生労働省 
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２）更新の優先順位 

更新の優先順位は管路の重要度の区分を踏まえて決定する。配水管整備計画では、更新対

象管路（φ400mm 以上、鋼管）を対象とする。優先順位付けをする上で、更新対象管路は配水区

域別に、配水本管の分岐等を考慮して区分した。 

更新優先順位は、①漏水事故の発生状況、②災害拠点施設への給水、③布設年度の順とし

て設定し、更新優先度区分を示す。更新の優先度は表 ６－３に示す 4区分とする。 

表 ６－３．更新優先度 

更新優先度 詳細 優先度 

1 漏水発生箇所 
高 

2 
避難所への配水ルートであり、かつ 

緊急輸送道路下に布設 
 

3 
避難所への配水ルートもしくは、 

緊急輸送道路下に布設 
 

4 1～3以外 低 

注）ただし、一部の区域（更生工事済や道路工事に併せて実施する箇所） 

においては、上記の区分とは異なる。 

 

①漏水事故の発生状況 

漏水履歴のある管路は、優先して更新を行う必要がある。更新対象管路（φ400mm以上、鋼

管）の平成 16 年度～平成 21 年度の 6 年間における配水管道路漏水発生地域を踏まえると、

直近の６年間では、西部浄水場周辺と北秋津周辺地域で漏水の発生が多いため、管路更新の

優先度は高いと考えられる。 

②災害拠点施設への給水 

緊急輸送道路下に布設されている管路については、地震等によって管の破裂等が生じると、

緊急時の交通の妨げとなるため、これらの路線下に布設されている管路についても重要度が高

く、更新の優先度が高いと考えられる。 

また、避難所へと給水する配水ルート（φ150mm 以上（末端部の一部区間を除く）で抽出）も

優先度は高いと考えられる。 

③布設年度 

①～②を踏まえて優先順位を決定した後で、布設年度による更新の優先順位付けを行う。ま

た、特定の管路で更生工事済みなどの理由により、更新の優先度が低いと判断された箇所に

ついてはその限りでない。 
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 ６－３．財政計画 

６－３－１．基本条件 

財政シミュレーションにより、収益的収支および資本的収支について将来を見通し、財政的な

健全性を確保できるか検討する。 

財政計画は、平成 32 年度まで以下の条件設定に基づき財政シミュレーションを行う。その手順

は、図 ６－６に示すとおりである。 

将来の経常収支を推計するには、収益的収支※における各費目や、資本的収支※における企

業債※等の収入、建設改良費や企業債元金償還等の各費目について目標年度まで想定する必

要がある。平成 23年度以降の費目の算出は、原則として平成 19年度～平成 22年度の決算（平

成 22 年度は決算見込み）の平均金額、または平成 22 年度予算額をもとに行う。なお、料金水準

（供給単価）は当面は現行水準とし、原則として平成 28年度以降に料金改定を設定する。 

図 ６－６．財政シミュレーションの条件設定の関連 

 

 

 

資本的収支 

（資本的収入） 

 ・企業債 

 ・負担金 

 ・国庫補助金 

（資本的支出） 

 ・建設改良費 

 ・企業債償還元金 

収益的収支 

（収益的収入） 

 ・料金収益 

 ・その他収益 

（収益的支出） 

 ・減価償却費 

 ・支払利息 

 ・その他支出 

企業債償還計算 

資金計画（財源の設定） 

減価償却費の概算 

料金改定の設定 

（当面は現行料金） 

 ケース設定 
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６－３－２．財政シミュレーション 

１）基本条件 

財政シミュレーションは、施設整備計画の年次計画を踏まえて、3 ケースを行った。各ケースで

見込んだ費用について示すと、ケース①は、法定耐用年数で更新をするケースであり、施設の健

全度を高く維持するために見込んだ費用といえる。ケース②の実績耐用年数を考慮し延命化して

更新するケースは、施設の健全度を維持するために最低限必要な費用である。ケース③は、ケー

ス②で予想される老朽管増加のリスクを軽減させるため、ケース②に老朽管更新費用を上積みし

た費用を見込んでいる。 

 

ケース①：法定耐用年数により更新するケース 

ケース②：実績耐用年数を考慮し延命化して更新するケース 

ケース③：ケース②を基準として老朽管更新費用を上積みしたケース 

 

施設・設備更新工事費用 

施設・設備更新工事費（「６－１．施設整備計画・耐震化計画」を参照） 

ケース① 法定耐用年数により更新する場合 8,687,245千円  

ケース② 延命化して更新する場合       5,920,045千円  

管路工事費用 

施設拡充工事：平成 23年度に 390,000千円 

平成 24年度～平成 25年度に 300,000千円 

増補改良工事（老朽管の更新）：平成 23年度～平成 25年度 1,000,000千円 

平成 26 年度以降は、アセットマネジメントの検討（「３－２．水道事業におけるアセッ

トマネジメント」を参照）より設定 

平成 26年度以降 

ケース① 法定耐用年数により更新する場合  1,521,600千円/年 

ケース② 延命化して更新する場合   1,034,000千円/年 

ケース③ ケース②を基準、老朽管更新費用上積み 1,280,000千円/年 

大口径管更新工事：平成 25年度から平成 36年度に 18,300,000千円（総額） 

財政シミュレーションの条件 

① 給水量、給水戸数等は、水需要予測の下位推計 

② 補てん財源残高が、20億円を下回らないことを目安 

③ 収益的収支は、単年度で黒字 

④ 平成 28年度以降に 1回の料金改定を設定 

※受水単価は平成 22年度の予算値で将来一定とした 
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２）まとめ 

3 ケースのシミュレーションを行った結果、ケース③（実績耐用年数を考慮し延命化して更新す

るケース②で予想される老朽管増加のリスクを軽減させるため、ケース②に老朽管更新費用を上

積みした費用を見込んだケース）の結果がより実現性の高いものであると考えられる。このケース

③についての財政収支総括表を表 ６－４に示した。 

今後は、これらの結果を踏まえて、取り組むべき施策や事業を計画的に実行するための中期経

営計画を策定するものとし、策定時の経営状況及び事業の進捗状況等を反映させた計画とする。 
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 ７．用語解説 

 

  用語 説明 

あ行 応急給水 
大規模な災害等で断水となった場合に、避難所等で給水車や給水

タンク、小型容器などを用いて給水を行うこと。 

か行 加圧配水区域 
西部浄水場よりポンプで加圧して配水している区域で、主に三ヶ

島、山口の標高が高い区域である。 

  開削工法 
地表面からの地下掘削で管路の埋設を行う工法。比較的浅い掘削

に採用される最も基本的な工法である。 

  管更生 

長年使用された管の管内清掃とライニング（管内を他の物質で被覆

すること）などにより、通水機能の回復、赤水の発生防止及び耐用年

数の延長を図ること。 

  企業債 
地方公営企業が行う建設改良事業等に要する資金に充てるために

起こす地方債。 

  機能診断 

厚生労働省では、水道施設の健全度を水道事業者が自ら判定で

き、計画的な施設の機能改善を実施していく際の参考となるよう、

「水道施設機能診断の手引き」及び実際に診断に使用する「診断ソ

フト」を作成しており、各水道事業者が実施することを推奨している。 

  業務指標（PI） 
平成 17 年 1 月に（社）日本水道協会において、定量化によるサービ

スの向上を目的に制定された「水道事業ガイドライン」の規格。 

  緊急遮断弁 
地震や管路の破裂などの異常を感知するとロック等が解除され、自

動的に緊急閉止できる機能を持ったバルブ。 

  鋼管 

素材に鋼を用いていることから、強度、靭性に富み、延伸性も大きい

ため、大きな内・外圧に耐えることができる。また、溶接継手により連

結されるため継手部の抜け出し防止策が不要となるが、さびやす

さ、施工性に劣るなどの短所がある。 

  高区配水区域 
第一浄水場と東部浄水場からポンプ加圧により配水している比較的

標高が高い区域で、主に旧町、新所沢、並木方面である。 

  コーホート要因法 

ある基準年次の男女年齢階級別人口を出発点とし、各コーホート

（同時出生集団）で仮定された女子の年齢別出産率、出生性比、男

女年齢別生残率及び移動率（移動人口）を適用して将来人口を推

計する方法で、国の人口推計と同様の方法である。 

  混和池 
水の濁りの原因となる物質を除去するため、凝集剤を原水に拡散混

合させるための施設。 
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  用語 説明 

さ行 残留塩素濃度 

水中に溶存している残留塩素の濃度。水道法第 22 条に基づく水道

法施行規則第 17 条において、給水栓の水においては、一定量以

上の残留塩素濃度を保持する必要があると定められている。 

  自然配水区域 
西部浄水場から、土地の高低を利用して落差により配水している区

域で、主に小手指、山口、三ヶ島方面である。 

  資本的収支 
水道施設の建設や改良等の設備投資に必要な経費と、その財源と

なる国庫補助金、借入金等。 

  収益的収支 
水道料金等の収入と、水道施設の維持管理や事務執行に必要な

経費のこと。 

  主要施設・設備 
故障した場合に給水影響が生じる重要施設であり、予防保全として

の更新が必要な構造物・設備。 

  水管橋 河川などを横断するときに設ける管路専用の橋。 

  推進工法 
発進立坑に設置したジャッキの推進力で管体を押し込む工法で、道

路下に管路を埋設する。 

  水道ビジョン 

平成 16 年に厚生労働省が策定したもので、水道関係者の共通の目

標となる水道の将来像とそれを実現するための具体的な施策、行程

等を示したもの。 

  石綿セメント管 

石綿繊維（アスベスト）、セメント、硅砂を水で練り混ぜて製造した

管。耐食性、耐電食性は良好であるが、強度面や耐衝撃性で劣る

などの短所がある。現在製造が中止されている。 

  送水管 浄水場や加圧ポンプ場から配水池まで浄水を送る管。 

た行 ダウンサイジング 

施設・機器等の小規模化により、コストを縮減すること。管路のダウン

サイジングとは、管路内流量等を考慮して適切な口径に減径するこ

とを意味する。 

  鋳鉄管 鉄、炭素、ケイ素からなる鉄合金（鋳鉄）で作られた管。 

  直結給水 
給水装置の末端である給水栓まで、受水槽を経由せず、配水管の

圧力（水圧）で給水する方式。 

 低区配水区域 
東部浄水場からポンプ加圧により配水している標高が低い区域で、

主に柳瀬、松井、富岡方面である。 

 導水管 水源から取水した原水を、浄水場まで導く管。 

な行 南部配水区域 
南部浄水場から、土地の高低を利用して落差により配水している区

域で、主に久米、荒幡、松ヶ丘方面である。 
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  用語 説明 

は行 配水管 配水池から浄水を輸送したり、給水管への分岐の役目を持つ管。 

  配水池 
給水区域の需要量に応じて適切な配水を行うため、浄水を一時貯

える池。 

  深井戸 

明確な定義はないが、深さが 20m～30m 未満を浅井戸、それ以上を

深井戸と区別されることもある。深井戸は深部のため生活雑排水な

どの汚染の度合いも少なく、水質が良好で安定している。 

ま行 マクロマネジメント 
中長期的な更新需要及び財政収支見通しの検討等、水道施設全

体を対象とした資産管理。 

  マッピングシステム 
地図情報に地下埋設管の口径、管種、埋設年度などの情報を入力

し、図面などをデータベースとして管理するシステム。 

  ミクロマネジメント 
水道施設の運転管理や点検調査、診断等、水道施設を対象とした

日常的な資産管理。 

ら行 ループ化 
管を他の管とつなげて管路を網目状にし、水の安定供給を図るこ

と。 
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